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Ⅰ プラン策定にあたって 
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 策定の趣旨 

男女共同参画社会基本法では、「男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別に

かかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会※1の実現」を 21 世

紀の社会を決定する最重要課題と位置づけ、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要であるとしています。 

国においては、平成 11（1999）年に「男女共同参画社会基本法」を制定し、この法律に基づき、

平成 12（2000）年に「男女共同参画基本計画」が策定されて以降、５年ごとに計画の改定を重ね

ながら、現在においては、新たに SDGｓ（持続可能な開発）の達成に向けた取組を位置づけるなど

した「第５次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～」（令和２（2020）年策

定）に基づく取組が進められています。 

また、近年は人口減少や少子高齢化の進行に伴う経済の落ち込み、雇用の不安定化や貧困・格差の

拡大など男女共同参画社会の課題は多岐にわたり、様々な困難や不安を抱える女性に配慮した支援が

必要となるなど、改めて男女共同参画社会の実現が強く求められています。 

本市では、平成 15（2003）年に「かかみがはら男女共同参画プラン」を策定し、平成 17

（2005）年には「各務原市男女が輝く都市
ま ち

づくり条例」の制定、同年 9 月に「男女が共に輝く都市
ま ち

 

かかみがはら宣言」を行いました。その後、平成 22（2010）年に第 2 次プラン、平成 27

（2015）年に第 3 次プラン、令和 2（2020）年に第 4 次プランを改定し、男女共同参画に関す

る取組を推進してきました。 

本市の第 4 次プラン策定以降、国においては令和 5（2023）年に「性的指向※2 及びジェンダー

アイデンティティ※3 の多様性に関する国民の理解の増進に関する法律（LGBT※4 理解増進法）」が施

行され、多様性に関する理解の増進について、基本的な方針が示されました。さらに令和 6（2024）

年には、困難な問題を抱える女性一人ひとりのニーズに応じて、包括的な支援を行うため「困難な問

題を抱える女性への支援に関する法律（女性支援新法）」が施行されました。 

また、令和 7（2025）年３月に「第４次かかみがはら男女共同参画プラン」の計画期間が終了し

ますが、このように社会情勢が大きく変化していく中で、本市においても、引き続き国や岐阜県の動

向及び社会状況に対応した取組を着実に推進していく必要があります。 

そのため、前プランの取組とその実施状況を踏まえ、新たな課題に対応するとともに、性別に関わ

らず、誰もがあらゆる分野で個性と能力を発揮し、みんなで輝ける社会を実現するという想いを込め

て、タイトルを「みんなで彩る かかみがはら にじいろプラン」とする第 5 次各務原市男女共同参画

基本計画を策定しました。 

なお、本プランにおいて、関係する法律や条例などにより、一部、「男女」、「男性」、「女性」と表

記しています。「男女」の表記については、生物学的な性差を意味するものでなく、「すべての人」を

表す言葉として使用しており、「男性」及び「女性」の表記については、性自認※5 や性表現、性的指

向など、性の多様性に関する考えも包含しています。 

※1 男女共同参画社会：男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に
参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、か
つ、共に責任を担うべき社会のこと。 

＊参画：計画に加わることを意味し、事業や政策の計画について実行段階からでなく計画の段階から加わること。 
※2 性的指向：人の恋愛・性愛の対象がどのような対象に向かうのかを示す概念のこと。 
※3 ジェンダーアイデンティティ：自分のジェンダーをどのように認識しているのかを表す概念のこと。 
※4 LGBT：レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダ

ー（生まれた時に割り当てられた性別にとらわれない性別のあり方を持つ人）など、性的少数者の総称のこと。 
※５ 性自認：自分の性別をどのように認識しているかを示す概念のこと。「心の性」ともいう。 
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 策定の背景 

世界の動向 

 国際社会における男女共同参画への取組は、昭和 50（1975）年の「国際婦人年」、その翌年から始

まる「国際婦人の 10 年」以降、「平等・開発・平和」という目標達成のため、国連を中心として、国際

社会における女性の地位向上を目指して活動が展開されるようになりました。 

昭和 54（1979）年には、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（通称「女子差別

撤廃条約」が採択されました。 

令和 2（2020）年には、世界的な新型コロナウイルス感染症の流行により、女性の経済的な負担と

家庭内暴力の増加を引き起こし、ジェンダー※6 格差が一層深刻化しました。これに対応して、国際機関

は女性の経済支援や暴力被害者への保護体制強化に取り組み、各国でジェンダー平等を重視した経済復

興が進められました。 

令和 3（2021）年には、国連女性機関（UN Women）主導で、「Generation Equality Forum」

がパリとメキシコシティで開催され、平成７（1995）年に採択された「北京行動綱領」の目標を再確

認し、次世代に向けたジェンダー平等の加速化を推進しています。 

令和 6（2024）年には、第 68 回国連婦人の地位委員会が開催され、貧困撲滅とジェンダー平等推

進に向けた具体的なアクションプランが提案され、各国における男女共同参画施策の強化が求められま

した。 

同年、国連本部にて各国首脳が参加する「未来サミット（Summit of Future）」に先駆けて開催され

た「未来サミット アクションデー（Summit of Future Action Days）」にて、国連女性機関からジ

ェンダー平等に向けた優先取組事項が提唱されました。 

近年の世界の動き  

・令和 3 年      「Generation Equality Forum」（3 月：メキシコシティ、6 月：パリ）の開催 

国連が主導するジェンダー平等推進の国際フォーラムがメキシコシティとパリで開催さ
れ、性別に基づく暴力撲滅や女性の経済的エンパワーメント※7 が強調されました。 
 

・令和 5 年     「G7 栃木県・日光男女共同参画・女性活躍担当大臣会合」の開催 

新型コロナウイルス感染症拡大の女性への影響をふまえ、男女間の賃金格差を是正する
ための柔軟な働き方や、公平で透明な給与制度を推進するとともに、性別に基づく役割
分担意識などの変革の必要性を強調した共同声明が発表されました。  

・令和 6 年     「第 68 回国連婦人の地位委員会」の開催 

国連婦人の地位委員会において、「ジェンダーの視点からの貧困撲滅、機構強化、資金動
員によるジェンダー平等と全ての女性・女児のエンパワーメント※7 達成の加速」が採択さ
れました。 

・令和 6 年     「未来サミット アクションデー（Summit of Future Action Days）」の開催 

ジェンダー平等に向け、女性・女児に対する暴力の根絶や女性リーダーシップの確保など
に関する優先取組事項が国連女性機関から提唱されました。 

 
※6 ジェンダー：「男らしさ」、「女らしさ」のように文化的・社会的に作り上げられた性差のこと。生まれつきの生物

学的性別とは区別される。 
※7 女性の経済的エンパワーメント/女性・女児のエンパワーメント：女性が個人としても、社会集団としても意思決

定過程に参画し、自律的な力をつけて発揮すること。前者は特に経済的な能力を指す。 

（2021） 

（2023） 

（2024） 

（2024） 
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国の動向 

国では、平成 11（1999）年 6 月に「男女共同参画社会基本法」が制定され、平成 12（2000）

年に「男女共同参画基本計画」が策定されました。その後、5 年おきに計画を見直し、策定されてい

ます。 

令和 2（2020）年に策定された「第 5 次男女共同参画基本計画」では、人生 100 年時代を見据

えた「ワーク・ライフ・バランス※8」、世界的な潮流となりつつある「ジェンダー平等」、頻発する災

害についての「女性の視点の防災」の取組に注力しています。 

令和 5（2023）年には、性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関して、国民の理

解の増進に関する施策を推進する「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民

の理解の増進に関する法律（LGBT※4 理解増進法）」が施行され、性的指向及びジェンダーアイデン

ティティの多様性に寛容な社会の実現を目指しています。 

令和 6（2024）年には、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（女性支援新法）」が施

行され、困難を抱える女性一人ひとりのニーズに応じて包括的な支援を行う基本指針が決定しました。 

近年の国の動き 

・令和 2 年     「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会
均等法）」の改正 

ハラスメント防止に関する事業主および労働者の責務を明確化するとともに、事業主に
相談などをした労働者に対する不利益取扱いの禁止が定められました。 

・令和 4 年     「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」の改正 

一般事業主行動計画の策定・公表義務の対象が、常時雇用する労働者が「301 人以上」
から「101 人以上」の事業主に拡大されました。 

・令和 5 年      「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の労働者の福祉に関する法律」の改正 

令和４年に育児休業制度の周知や取得要件が緩和され、出生時育児休業制度の創設によ
り男性が子の出生後８週間以内に最大４週間の休業を取得できるようになりました。令
和５年には常時雇用する従業員数が 1,000 人を超える会社に対し育児休業の取得状況
の公表が義務付けられました。 

・令和 5 年      「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（DV 防止法）」の改正 

令和６年から保護命令の対象が拡大し、精神的暴力が追加されました。さらに、電話やメ
ールなどを禁止するなど保護命令制度が拡充されました。 

・令和 5 年      「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する
法律（LGBT 理解増進法）」公布・施行 

性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進、性的指向
及びジェンダーアイデンティティの多様性を受け入れる精神を涵養し、多様性に寛容な社
会の実現を目的として施行されました。 

・令和 6 年      「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（女性支援新法）」施行 

日常生活または社会生活を送るうえで、困難な問題を抱える女性の福祉の増進を図り、
支援のための施策を推進し、女性の人権が尊重され、安心し、かつ自立して暮らせる社会
の実現を目的として施行されました。 

 
 
 
 
※4 LGBT：P.1 参照 
※8 ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）：仕事と生活のバランスがとれた状態のこと。性別や年齢に関係

なく、誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について自ら希望するバランスで展開
できる状態のこと。 

（2024） 

（2020） 

（2023） 

（2022） 

（2023） 

（2023） 
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岐阜県の動向 

岐阜県では、平成 15（2003）年に「岐阜県男女が平等に人として尊重される男女共同参画社会づ

くり条例」を制定し、平成 16（2004）年に「岐阜県男女共同参画基本計画」が策定されました。以

降、5 年ごとに計画を見直し、策定されています。 

令和 6（2024）年には「第 5 次岐阜県男女共同参画計画」が策定され、同時に「男女の人権を侵害

するあらゆる暴力の根絶」、「困難を抱えた人が安心して暮らせる環境の整備」に重点を置いた、「岐阜

県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等並びに困難な問題を抱える女性への支援のための基本計

画」が策定されました。 

近年の県の動き  

・平成 29 年     「清流の国ぎふ女性活躍推進計画」の策定 

 

・平成 31 年      「第４次岐阜県男女共同参画計画」、「岐阜県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する基本計画（第４次）」の策定 

・令和 5 年     「岐阜県パートナーシップ宣誓制度」開始 

 

・令和 6 年     「第５次岐阜県男女共同参画計画」、「岐阜県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等並びに困難な問題を抱える女性への支援のための基本計画（第 4 次）」の策定 

 

 

 

 

 

 

  

（2017） 

（2019） 

（2023） 

（2024） 
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 プランの位置づけ 

○本計画は「各務原市男女が輝く都市
ま ち

づくり条例」第 5 条第 1 項及び第 10 条に基づく、男女が共に

輝く都市
ま ち

づくりの推進に関する施策を総合的に実施するための計画です。 

○本計画は、「男女共同参画社会基本法」第 14 条第 3 項に基づく市町村男女共同参画計画です。 

○本計画の一部は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」第 6 条第

2 項に基づく市町村推進計画です。 

○本計画の一部は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（DV 防止法）」第 2 条

の 3 第 3 項に基づく市町村基本計画です。 

○本計画の一部は、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（女性支援新法）」第８条第３項

に基づく市町村基本計画です。 

○本計画は、第４次かかみがはら男女共同参画プランの考え方を継承しつつ、各務原市総合計画※9 や

他分野の計画との整合性を図り策定した計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※9 各務原市総合計画：令和 7（2025）年度から令和 16（2034）年度までの 10 年間を計画期間とする本市の最
上位計画のこと。 

 
法
律 

  

国 

配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保

護等のための施策に

関する基本的な方針 

第５次男女共同 

参画基本計画 

女性の職業生活に

おける活躍の推進

に関する基本方針 

男女共同参画 

社会基本法 
DV 防止法 女性活躍推進法 

  

岐
阜
県 岐阜県男女共同参画計画（第５次） 

 

 

 

 

各
務
原
市 

各務原市総合計画 

分野別計画 

岐阜県男女が平等に人として尊重される男女共同参画社会づくり条例 

岐阜県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等並びに困難な

問題を抱える女性への支援のための基本計画（第５次） 

整合 

連携 

第５次各務原市男女共同参画基本計画 

みんなで彩る かかみがはら にじいろプラン 

・しあわせ実感かかみがはら人口ビジ

ョン・総合戦略 

・かかみがはら元気プラン 21 

・各務原市子ども計画 

・かかみがはら高齢者総合プラン 

・その他計画   

各務原市ＤＶ防止基本計画 

各務原市女性活躍推進計画 

各務原市困難女性支援計画 

女性支援新法 

困難な問題を抱える女

性のニーズに応じて、

包括的な支援を行うこ

とに関する基本方針 

LGBT 理解増進法 

相互に人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会の

実現を目指し、多様性に関

する国民の理解の増進に関

する基本的な方針 
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 プランの期間 

本計画の期間は、令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度までの５年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 プラン策定の経緯 

本プラン策定にあたり、男女が輝く都市
ま ち

づくり審議会や庁内関係部局において施策を検討するとと

もに、市民意識調査や事業所アンケート及び高校生・大学生へのグループインタビュー、事業所ヒア

リング調査、団体ヒアリング調査を実施しました。また、市民意見提出制度（パブリック・コメント）

の実施など、広く意見の聴取と反映に努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

一般アンケート調査 

【令和5（2023）年10月】 

配布数：2,000 

有効回答数:758 

有効回答率:37.9％ 

中学生アンケート調査 

【令和 5（2023）年 10 月】 

配布数：498 

有効回答数:373 

有効回答率:74.9％ 

小学生アンケート調査 

【令和5（2023）年10月】 

配布数：495 

有効回答数:418 

有効回答率:84.4％ 

市民 事業所 

事業所ヒアリング調査 

【令和5（2023）年11月～

令和 6（2024）年 1 月】 

実施数：12 社 

団体ヒアリング調査 

【令和6（2024）年1月】 

実施数：4 団体 

事業所アンケート調査 

【令和5（2023）年10月】 

配布数：200 

有効回答数：109 

有効回答率：54.5％ 

高校生・大学生グループインタビュー 

【令和 5（2023）年 12 月～ 

令和 6（2024）年 1 月】 

実施数：高校 2 校、大学 2 校 

市民意見提出制度(パブリックコメント)【令和 6（2024）年 12 月 13 日～令和 7（2025）年 1月 5日】 

第５次各務原市男女共同参画基本計画 

「みんなで彩る かかみがはら にじいろプラン」 

基
礎
調
査 

※様々な世代の意見を反映するため、一般市民・小学生・中学生にはアンケート調査、 

高校生・大学生にはグループインタビューを実施しました。 

プ
ラ
ン
策
定 

市 関係各課実施状況調査 男女が輝く都市
ま ち

づくり審議会 

諮問 

答申 

平成27年度～31年度
（2015～2019）

令和2年度～6年度
（2020～2024）

令和7年度～11年度
（2025～2029）

各務原市総合計画

各務原市
男女共同参画基本計画

前期計画（5年）

4次計画（5年）3次計画（5年）

旧計画（10年） 新計画（10年）

後期計画（5年） 前期計画（5年）

5次計画（5年）
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 SDGs と本プランとの関連について 

SDGｓは、平成 27（2015）年 9 月の国連サミットで採択された「接続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に記載された、令和 12（2030）年までに持続可能でよりよい世界を目指す国

際目標です。 

SDGｓは、17 のゴールと 169 のターゲットで構成されており、誰一人として取り残さない社会

の実現を目指しています。その１つとして「ジェンダー平等を実現しよう」があげられています。  

本プランでは、本市における男女共同参画を取り巻く現状や課題を踏まえ、SDGｓの視点を取り

入れながら、男女共同参画社会の形成に関する施策を計画的に進めます。 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各務原市の現状
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 各務原市の状況 

人口について 

本市の人口は、平成 22（2010）年の 145,604 人をピークに減少しています。今後も人口減少

は続くことが予測されており、令和 32（2050）年には令和 2（2020）年の人口より約 24,000

人少なくなる推計となっています。 

年齢 3 区分別人口をみると、15 歳未満人口と 15～64 歳人口が減少し、65 歳以上人口が増加し

ています。令和 2（2020）年で高齢化率は 28.7％となっており、少子高齢化が進行していること

がわかります。 

 

図表 1 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:平成 7（1995）年～令和 2（2020）年 国勢調査 

令和 7（2025）年～令和 32（2050）年 国立社会保障・人口問題研究所 

 

図表 2 年齢 3 区分別人口比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           資料:平成 7（1995）年～令和 2（2020）年 国勢調査 

令和 7（2025）年～令和 32（2050）年 国立社会保障・人口問題研究所 
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人口ピラミッドをみると、団塊ジュニア世代に該当する 50 代前半の人口が多くなっています。し

かし、団塊ジュニア世代の子ども（10 代後半～20 代）の人口は少なくなっています。 

令和 32 年の推計によると、団塊のジュニア世代が 65 歳以上となるため老齢人口が増加し、15

歳未満の年少人口と 15 歳～64 歳の生産年齢人口は減少するため、「つぼ型」の人口ピラミッドにな

ることが予測されます。（図表 4） 

 

図表 3 人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:各務原市 令和 6（2024）年 4月 1日現在 

 

 

図表 4 人口ピラミッド 令和 32（2050）年推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:国立社会保障・人口問題研究所 
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本市の合計特殊出生率※10は、平成 27（2015）年の 1.63 をピークに減少傾向でしたが、令和 3

（2021）年には 1.40 と増加しました。しかし、令和 4（2022）年には再び減少に転じています。

（図表 5） 

 

図表 5 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:岐阜地域の公衆衛生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※10 合計特殊出生率：15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。一人の女性が一生の間に生むとしたと
きの子どもの数に相当する。 
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世帯について 

本市の世帯数・世帯当たりの人員数をみると、世帯数は増加していますが世帯当たり人員は減少し

ており、世帯が小規模化していることがうかがえます。（図表 6） 

核家族世帯・単独世帯数の推移をみると、単独世帯数は増加しています。（図表 7） 

また、岐阜県・国と比較すると、核家族世帯が多く、単独世帯は少なくなっています。（図表 8） 

  

図表 6 世帯数・世帯当たり人員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:国勢調査 

  

 

 図表 7 核家族世帯・単独世帯数の推移      図表 8 核家族世帯・単独世帯数の比較 
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高齢者世帯※11 の推移をみると、高齢者単身世帯、高齢夫婦世帯ともに増加しています。全体のう

ち高齢者世帯の割合も増加傾向にあり、平成 17（2005）年と令和 2（2020）年を比較すると、

10 ポイント以上増加しています。（図表 9） 

 

図表 9 高齢者世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※11 高齢者世帯：世帯員全員が 65 歳以上で構成される世帯。 
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労働について 

本市における女性の年齢階級別労働力の推移をみると、30～34 歳で出産や育児によって就業者

が減少することによる労働力率※12 が落ち込む、いわゆる M 字カーブがみられます。しかし、平成

17（2005）年から令和 2（2020）年にかけて、女性全体の労働力率は上昇し、M 字カーブの谷

も徐々に浅くなってきています。（図表 10） 

一方で、本市の女性の労働力率は、岐阜県よりも低い数値で推移しています。（図表 11） 

 

  図表 10 各務原市の性別年齢階級別労働力率（女性）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:国勢調査 

 

図表 11 性別年齢階級別労働力率（女性）の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 2（2020）年国勢調査 

 

※12 労働力率：15 歳以上人口のうち就業者と完全失業者を合わせた人口が占める割合のこと。完全失業者とは、働
く意思と能力を持っており、求職活動を行っていながらも就職の機会を得られない者のこと。  

17.8

76.1

83.5

71.5
74.2

80.8 83.1 81.2

75.4

61.5

38.3

23.7

12.5

6.3
1.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

H17年

（2005）

H22年

（2010）

H27年

（2015）

R2年

（2020）（％）

17.8

76.1

83.5

71.5

74.2
80.8

83.1 81.2
75.4

61.5

38.3

23.7

12.5
6.3 1.8

16.7

76.3

84.6

76.6

78.9
84.0

85.9 84.1
79.3

66.7

45.5

30.1

16.0

7.7

2.516.8

74.2

86.6

79.1 78.1

80.8 82.0 80.2

75.3

62.2
41.3

26.9

14.9
7.8

2.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

岐阜県 全国

（％）



14 

 

産業分類別の就業者数をみると、「E 製造業」、「D 建設業」は男性に多く、女性は「P 医療、福祉」、

「M 宿泊業、飲食サービス業」が多くなっています。（図表 12） 

 

図表 12 産業大分類別就業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 2（2020）年 国勢調査 
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 各務原市の男女共同参画における現状と課題 

政策・方針決定過程における女性参画について 

本市における審議会への女性の登用状況は、30％前後で推移しており、令和 5（2023）年時点

で 33.0％となっています。国や岐阜県と比較すると、やや高い水準で推移しています。（図表 13） 

また、管理的職業従事者における性別割合は、男性のほうが高く、令和 2（2020）年時点で女性

の割合は 14.1％となっており、平成 27（2015）年の 15.5％より減少しています。（図表 14） 

図表 13 審議会等における女性委員の参画状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況 
 

図表 14 管理的職業従事者における性別割合【各務原市・一般企業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:国勢調査 
 

◆課題① 政策・方針決定過程においてジェンダーギャップの解消が必要◆  

審議会や管理職割合など、方針決定の場面において、ジェンダーギャップ※13 がみられます。女性が

政策・方針を決める過程に参画することは、男女間の機会の平等という観点からも極めて重要であるこ

とから、今後、女性参画拡大に向けた環境の整備、施策の推進を行い、男女ともにあらゆる分野で活躍

できる社会づくりを進めていく必要があります。 

 
※13 ジェンダーギャップ：男女の差によって生じる格差のこと。  
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地域社会・防災分野における男女共同参画について 

市民意識調査によると、地域活動の場における男女の地位の平等感は、「平等である」が20.7％に

対し、「男性の方が非常に優遇されている」または「どちらかといえば男性の方が優遇されている」

と回答した割合は、54.9％となっており、国や岐阜県と比較すると高くなっています。（図表 15） 

また、防災に関して、女性の参画が必要だと思うものについては、「防災に関する女性の参画は必

要ない」が大きく減少し、「防災の政策・方針決定の場及び避難所運営などの現場での女性の参画」

が増加しています。（図表 16） 

 

図表 15 地域活動の場における男女の地位の平等感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年 各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

図表 16 防災に関して、女性の参画が必要だと思うもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年 各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

◆課題② 地域社会・防災分野における女性参画が求められる◆  

地域社会において、男女の固定的性別役割分担意識を解消し、誰もが積極的に参加できる環境整備に

努める必要があります。また、防災に関して、政策・方針決定の場や避難所運営における女性の参画が

求められています。  

今回調査
R5年（2023）

n=758
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R4年（2022）

n=2,847

岐阜県
R4年（2022）

n=877

11.9 
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無回答
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その他
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男性の家庭参画やワーク・ライフ・バランスについて 

市民意識調査によると、家庭での役割分担は全ての項目で夫婦平等は 5 割未満となっており、特

に、家事・育児に関しては「妻」に負担が偏っている現状があります。（図表 17） 

また、仕事と家庭を両立するための必要な条件としては、「年間労働時間を短縮することや、休暇

の取りやすい職場環境づくり」や「多様で柔軟な勤務形態の導入（フレックスタイム制※14、在宅勤

務、テレワーク）」が高くなっています。（図表 18） 

 

図表 17 家庭での役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年 各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

図表 18 男女がともに仕事と家庭の両立をするために必要な条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年 各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

◆課題③ 男性の家庭参画やワーク・ライフ・バランスの推進が求められる◆  

女性の社会進出や世帯収入の減少などにより、共働き世帯は増加傾向にある中、男女がともに活躍で

きる社会をつくるには、家庭内で女性に負担が偏らないようにする必要があります。 

また、ワーク・ライフ・バランス※8 の観点からも、職場における長時間労働の是正や柔軟な働き方の

推進、子育て支援の充実など、仕事も家庭も両立できるような環境の整備が求められます。 

※８ ワーク・ライフ・バランス：P.3 参照 
※14 フレックスタイム制：一定の期間についてあらかじめ定めた総労働時間の範囲内で、労働者が日々の始業・終業

時刻、労働時間を自ら決めることのできる制度のこと。 
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女性の就労、働く場における男女共同参画について 

女性が職業を持つことについては、「子どもができても、ずっと職業を持ち続ける方がよい」が

50.4％と最も高く、平成 30（2018）年時の調査よりも増加傾向にあります。（図表 19） 

一方で、職場における待遇や仕事についての男女の差があると回答した割合は約 4 割となっていま

す。（図表 20） 

 

図表 19 女性が職業を持つことについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年 各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

図表 20  職場における男女の差の有無 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年 各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

 

◆課題④ 職場における男女格差の是正と働く女性の支援が必要◆  

ライフプランの変化に関わらず女性の就労継続を望む人が増えている一方で、職場における男女の格

差が未だ存在しています。 

誰もが安心して働くことができ、個人の能力を充分に発揮できる社会を実現するために、職場での性

別を理由にした格差をなくし、ポジティブ・アクション（積極的改善措置）※15 や労働環境の整備を進

めるとともに、働く意欲のある女性への再就職支援やキャリアアップに向けた支援を推進する必要があ

ります。 

 

※15 ポジティブ・アクション（積極的改善措置）：男女雇用機会均等法に基づき、あらゆる分野において男女間格差を
改善するため、一定の範囲内で男女のいずれか一方に対して、活動に参画する機会を積極的に提供すること。 
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DV、セクハラについて 

DV※16 の被害は全国的にみても増加傾向にあり、本市においても、令和 5（2023）年度の被害

件数が令和 4（2022）年度から増加しています。（図表 21、22） 

市民意識調査によると、DV またはセクハラ※17 を「自分が直接経験したことがある」と回答した

割合は前回調査と比較して増加しています。（図表 23） 

また、DV またはセクハラ被害の相談の有無については、「相談した」は約 3 割に留まっており、

被害を受けても相談しない傾向がみられます。（図表 24） 

 

図表 21 配偶者からの暴力事案等の相談状況【全国】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料:令和 5（2023）年配偶者からの暴力事案等の相談等状況（生活安全の確保に関する統計等）        

 

 

図表 22  DV 相談件数の推移【各務原市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:各務原市（各年度末時点）  

 

 

※16 DV（ドメスティック・バイオレンス）：配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる身体
的・身体的・経済的・性的な暴力のこと。 

※17 セクハラ（セクシャル・ハラスメント）：相手方が望まない性的な言動のこと。 狭義では、雇用上の関係を利用
して行われる相手方の望まない性的な言動のこと。 
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 図表 23 DV・セクハラの被害経験や見聞きした経験 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 
 
 
 
 

図表 24 DV・セクハラ被害を受けたときの相談の有無 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

 

 

 

◆課題⑤ DV 被害について安心して相談できる環境整備や窓口の周知が必要◆  

被害者が身近な場所で安心して相談できるように、必要な情報が得られる体制づくりの周知や、関係

機関・団体との連携を強化するとともに、被害者の認知及び支援開始から生活の再建に向け、包括的な

支援を推進する必要があります。  

①DV被害 n=122

②セクハラ被害 n=116
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21 

 

困難な問題を抱える人について 

本市における、ひとり親世帯の割合の推移は増減を繰り返しており、令和 2（2020）年は

1.20％となっており、国や県と比較しても大きな差はみられません。（図表 25） 

また、生活保護世帯の内訳は、障がい世帯、高齢世帯が増加傾向となっています。（図表 26） 

市民意識調査によると、女性が抱える困難な問題への必要な公的支援は、「一時保護など、緊急時

に対応できる体制づくり」、「専門的に支援できる女性相談員の配置」という意見が多くなっています。

（図表 27） 

図表 25 ひとり親世帯の割合の推移比較      図表 26 生活保護世帯の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                  資料：各務原市（各年度末時点） 

   
 

図表 27 女性が抱える困難な問題への必要な公的支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

◆課題⑥ 困難を抱える一人ひとりに合った支援が必要◆  

性別、年齢、国籍、障がい、ひとり親などを理由に不自由な生活を強いられることなく、誰もが暮ら

しやすい社会を実現するために、相談体制を充実させるとともに、一人ひとりのニーズに合った支援を

実施することが求められます。また、女性支援新法の趣旨を踏まえ、女性をめぐる実態把握を進め、

様々な機関と連携・協力してニーズに応じた包括的な支援体制を整備する必要があります。 
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性的少数者について 

市民意識調査によると、一般的に、性的少数者に対して、偏見や差別があると思う割合は、80％

以上に及びました。（図表 28） 

また、性の多様性に関する言葉の認知度について、「LGBT※4」、「カミングアウト※18」は 80％以

上の認知度となっているものの、内容まで理解している割合は 6 割台に留まっています。（図表 29） 

 

図表 28 一般的に、性的少数者に対して、偏見や差別があると思うか 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

図表 29  性の多様性に関する言葉の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

◆課題⑦ 誰もが安心して暮らせる社会づくりが求められる◆  

多様な性への関心が高まるにつれ、言葉の認知度が高くなる一方、その言葉の理解まではしていない

など、社会的に理解が追い付いていない状況があります。よって、性的少数者が偏見や差別によって生

きづらさを感じたり、性の区分を前提とした社会生活上の制約を受けたりするなどの問題があります。 

誰もが安心して生活でき、互いに認め合うことのできる社会をめざして、性の多様性に関する知識・

理解を深め、偏見や差別を解消していくため、意識啓発・教育をさらに推進していく必要があります。 

 
※4 LGBT：P.1 参照 
※18 カミングアウト：性的指向や性自認を自らの意志で他者に伝えること。 
※19 SOGI：Sexual Orientation（性的指向）と Gender Identity（性自認）の英語の頭文字をとった人の属性を表

す略称。異性愛の人なども含め、すべての人が持っている属性のこと。 
※20 アウティング：本人から了承を得ずに、性的指向や性自認を第三者が公に開示すること。 
※21 アライ：性的マイノリティ当事者のことを理解し、支援する人のこと。 

全体 n=758 34.6 48.0 7.8 6.2 3.4
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固定的性別役割分担意識について 

市民意識調査によると、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」、「女性は結婚したら、自分

自身のことより、夫や子供など家族を中心に考えて生活する方がよい」、「男の子・女の子を意識した

子育てをすべきである」などの考え方が 2 割から 3 割程あり、固定的性別役割分担意識が強く残っ

ていることがうかがえます。（図表 30） 

男女平等を推進するために市に求める施策については、「男女平等観に基づいた社会教育を進める」

「学校で男女平等教育を一層進める」などを重視している人が多くみられます。（図表 31） 

 

図表 30 家庭生活などにおける考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

図表 31 男女が平等で共に生き生きと暮らせるための市の施策として望むもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

◆課題⑧ 固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアスの解消が求められる◆  

固定的性別役割分担意識やアンコンシャス・バイアス※22 を解消するためには、すべての人が男女共

同参画に関する認識やその意義に対する理解を深める必要があります。そのため、幼少期からの意識啓

発や学校教育ならびに全世代に向けた継続的な社会教育などの充実が求められます。 

 

※22 アンコンシャス・バイアス：「男は仕事、女は家庭」など、性別による無意識な思い込みのこと。 
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若い世代（小・中学生）の男女共同参画意識について 

小・中学生調査の結果をみると、女性が仕事を持つことについて、市民では、結婚・出産に関わら

ず継続して仕事を続けた方がよいと考える割合が約 5 割となっているものの、小学生、中学生では約

2 割から 2 割半ばとなっており、若い世代よりも、実際に就労に対して現実的な感覚を持つ市民の方

が、女性の継続就労を支持する傾向にあります。 

また、中学生が性的少数者について情報を見聞きしたものについては、「インターネット」「テレビ」

などの割合が多く、メディアの影響を大きく受けていることがうかがえます。 

図表 32 女性が職業を持つことについて【市民・小・中学生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

図表 33 性的少数者について情報を見聞きしたもの【中学生】 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料:令和 5（2023）年各務原市男女共同参画に関する市民意識調査 

 

◆課題⑨ 子どもの頃からの継続的な意識啓発やメディア・リテラシーの向上が必要◆  

小・中学生の若い世代でも、固定的性別役割分担意識がすでに根付いているため、子どもの頃からの

継続的な意識啓発の充実が求められます。また、特に若い世代はメディアに触れる機会が多く、影響を

受けやすいため、情報を無暗に受け入れず、取捨選択して活用できる能力（メディア・リテラシー※23）

を向上させる取組を推進する必要があります。 

※23 メディア・リテラシー：メディアから入手した情報を無批判に受け入れるのではなく、各メディアの特性を理解
した上で、情報を読み解き、自らの考えと照らし合わせて取捨選択して活用する能力とメディアを使用して発信する
能力のこと。 
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Ⅲ プランの基本的な考え方・体系
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 基本理念 

誰もが互いの人権を尊重し、ともに社会のあらゆる分野で個性と能力が発揮できる男女共同参画社

会の形成を、本市では「男女が共に輝く都市
ま ち

づくり」と表現し、その実現を目指します。  

実現にあたっては、市、市民及び事業者の協働により、「各務原市男女が輝く都市
ま ち

づくり条例」第

３条に示された６つの基本理念に基づいて男女共同参画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「各務原市男女が輝く都市
ま ち

づくり条例」に掲げる基本理念 

 

1 性別による差別的取り扱いの禁止と個人としての人権の尊重 

男女が、性別による差別的取扱いを受けることなく、個人の個性及び能力を発揮する機会が確

保され、人権が尊重されること。 

 

2 固定的な役割分担や慣行にとらわれない、多様な生き方の選択およびその尊重 

男女が、性別による固定的な役割分担を前提とした社会の様々な制度や慣行によってその活動

が制限されることなく、自立した個人として自らの意思において多様な生き方を選択することが

でき、かつ、選択された生き方を互いに尊重し協力し合うこと。 

 

3 社会のあらゆる分野における市、市民、事業者との協働 

社会のあらゆる分野に男女が共に参画できるよう、市、市民及び事業者が、自らの意思と相互

の協力により、協働して取り組み、その活動の自由な選択を妨げることのないよう配慮されるこ

と。 

 

4 あらゆる意思決定の場に、男女が対等に参画できる機会の確保 

男女が、性別にかかわらず、家庭、職場、地域、学校その他社会のあらゆる意思決定の場に、対

等な構成員として平等に参画する機会が確保されること。 

 

5 家庭生活における活動と、他の活動の両立 

家族を構成する者が、人々の家庭を愛する心と相互の協力並びに社会の支援のもとに、愛情豊

かな子育て、家族の介護等の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を果たし、

かつ、その他の社会生活における活動を円滑に行うことができること。 

 

6 男女の生涯にわたる健康の確保および女性の妊娠、出産、その他の健康の維持 

男女が、人格を尊重し合い、互いの性への理解を深めることにより、妊娠、出産その他の健康に

ついて、自らの意思が尊重され、生涯にわたる心身の健康が維持されること。 
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 基本目標 

誰もが社会のあらゆる分野で個性と能力を発揮し、一人ひとりが活躍できる男女共同参画社会を実

現するために、次の 3 つの基本目標に沿って、施策に取り組み、本計画を推進していきます。 

 

基本目標Ⅰ 誰もが活躍できる社会づくり 

誰もが活躍できる社会づくりには、あらゆる分野において、政策・方針決定過程に男女が対等な立

場で参画し、ともに責任を担いながら、多様な視点を取り入れていくことが必要です。 

そのために、市における各種委員会や審議会での女性登用や女性管理職の積極的採用、企業や団体

に対する女性のエンパワーメント※7 の啓発を行います。 

また、職業生活と家庭生活との両立を図るため、多様で柔軟な働き方の推進や男性の意識醸成によ

り、男女がともに家事や育児などの家庭責任を分担し、ワーク・ライフ・バランス※8 の実現に向け

た環境の整備を行います。 

 

基本目標Ⅱ 誰もが安全で安心して暮らせる社会づくり 

誰もが安全で安心して暮らしていくためには、互いの個性や多様性を認め、人権を尊重し、ともに

相手を思いやる意識を持つとともに、生涯を通じて健やかに暮らせる環境が必要です。 

そのために、ライフステージに応じた切れ目ない健康づくりを進めるとともに、性別による身体的

特性の理解促進、生涯を通じた健康及び妊娠・出産などに関する支援を行います。 

また、DV やセクハラの防止に向けた啓発や教育を推進し、あらゆる暴力やハラスメントを抑制す

るとともに、被害を受けた際の窓口の周知、相談体制や関係機関との連携の強化を行い、安心して相

談できる環境を整備します。 

さらに、困難な問題を抱える人への支援体制の強化や性の多様性の理解促進に向けた啓発や教育の

推進を行います。 

 

基本目標Ⅲ 男女共同参画社会への意識づくり 

男女共同参画社会の実現には、固定的な性別役割分担意識や無意識の偏見（アンコンシャス・バイ

アス※22）の解消が必要不可欠です。また、具体的な施策や社会的なあらゆる分野において、男女共

同参画や女性の視点を取り入れることが重要と考えます。 

そのために、子どもの頃からの継続的な学習や人権教育を充実させ、全世代に向けた男女共同参画

に関する広報や啓発活動を推進します。 

 

 

 

 

 

※7 女性のエンパワーメント：P.2 参照 
※８ ワーク・ライフ・バランス：P.3 参照 
※22 アンコンシャス・バイアス：P.23 参照 
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 プランの体系 

目標          基本施策                施策の方向 
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く
り 

Ⅲ 

男
女
共
同
参
画 

社
会
へ
の 

意
識
づ
く
り 

1 政策・方針決定過程における 
男女共同参画の拡大 

2 地域社会における 
男女共同参画の促進 

3 家庭における 
男女共同参画の促進 

4 働く場における 
男女共同参画の促進 

女性活躍推進計画 

1 生涯を通じた健康・ 
生きがいづくりの支援と 
安心できる生活環境の整備 

2 暴力を許さない安心して 
生活できる環境の整備 

DV 対策基本計画 

3 困難な問題を抱える人に 
対する支援 

困難な問題を抱える女性支援基本計画 

4 性の多様性の理解促進と 
性的少数者に対する支援 

1 男女平等の視点に立つ 
教育と学習の促進 

2 市民・事業者の意識改革 

（1）市政運営における女性参画の推進 

（2）企業・団体などにおける女性参画の推進 

（1）男女共同参画に関する広報・啓発活動の推進 

（2）男女共同参画に関する調査・研究 

（1）多様な生き方の選択を可能にする 
学習機会の充実 

（2）メディアにおける人権尊重教育の推進 

（1）性の多様性を認め合える学習機会の充実 

（3）性の多様性を尊重する環境の整備 

（2）相談体制の充実 

（2）相談体制の整備と連携強化 

（1）困難を抱える人に対する生活支援や自立支援 

（1）啓発・教育の推進 

（3）安全の保障と自立に向けた支援 

（2）相談体制の整備と連携強化 

（1）健康の確保と生きがいづくりの推進 

（2）防犯、防災体制の整備 

（1）雇用機会の拡大と待遇確保の促進 

（2）女性の就業・起業への支援 

（1）仕事と家庭の両立の実現に向けた 
男女共同参画の促進 

（2）子育て支援の充実 

（3）家事・育児・介護における男女共同参画の推進 

（1）地域活動の推進 

（2）防災に関する意思決定や現場での 
女性参画の拡大 
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主な事業  

 

 

 

 

  
①地域活動における男女共同参画の推進 ②まちづくり活動における男女共同参画の推進 

①ワーク・ライフ・バランスの周知 ②働き方改革の推進 ③多様な働き方の推進 

①積極的改善措置に自主的に取り組む事業所の拡大 ②女性の経営者や従業員が少ない分野における女性活躍の推進 

①性と生殖に関する健康と権利の普及・啓発 ②健康に関する支援体制の充実 ③高齢者の生きがいづくりの推進 

①各種広報活動の推進 ②職場におけるハラスメントの防止対策の徹底 

①各種委員会・審議会への女性の登用率の向上 ②管理職への女性の積極的採用 ③女性登用後のサポート体制の強化 

①女性のエンパワーメントの啓発・促進 ②女性リーダー育成のための援助 

①防災分野における政策・方針決定過程への女性参画の推進 ②防災活動の現場における女性参画の推進 

①家事・子育てに対する性別役割分担の意識改革の推進  ②育児や介護における休暇・休業の取得の促進 

①子育て相談体制の充実 ②地域における子育て支援機能の充実 ③多様なニーズに対応した保育サービスの充実 

①女性の再就職・起業支援の充実 ②女性の能力発揮促進のための援助 

①安全・安心のまちづくりの推進 ②多様なニーズの違いに配慮した防災対策の推進 

①通報への迅速・的確な対応 ②被害者の生活再建に向けた支援 ③DV 被害者支援に係る関係機関との連携の促進 
④民間支援団体との連携・協働 

①被害者の相談・保護などの支援体制の推進 ②相談窓口間の連携 ③相談員の資質向上と二次的被害の防止 

①学校等における教育の推進 ②生涯を通じた学習機会の充実 

①男女平等教育・学習の充実 ②子どもの頃からの教育・学習の推進 ③男女平等の視点に立ったキャリア教育・進路指導の推進  
④生涯を通じた学習機会の充実 

①男女共同参画についての広報・啓発 

①各種窓口の周知 ②連携体制の強化 ③相談員の資質向上 

①高齢者・障がい者・外国人市民などへの支援  ②ひとり親家庭への支援  ③困難を抱える人への支援 

①当事者等の日常生活上の困難の解消 

①性的少数者に対する相談窓口の運営・周知 

①性差別につながらない表現の促進 ②メディア利用に関する教育の推進 

①男女共同参画についての実態調査・研究 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ プランの内容 
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 基本施策１ 政策・方針決定過程における男女共同参画の拡大 

 施策の方向 

（1）市政運営における女性参画の推進 

各種委員会や審議会、管理職などへの女性の積極的な登用を図るため、人材リストの活用や人材育

成に取り組みます。 

 

（2）企業・団体などにおける女性参画の推進 

企業や社会活動団体に対して、女性のエンパワーメント※7 のため、女性リーダーの育成や職業能

力を高めるためのセミナーなどの情報提供を通じて啓発に努めます。 

 

 主な事業と内容 

（1）市政運営における女性参画の推進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
各種委員会・審議会への 

女性の登用率の向上 

・各種委員会、審議会での女性の登用率の向上を図りま

す。 

・各種委員会、審議会で女性委員ゼロの解消を目指しま

す。 

・女性の登用促進に向けた人材リストを作成し、情報を

提供します。 

・まちづくり推進課 

・関係各課 

② 
管理職への女性の 

積極的採用 

・女性職員の意見や意向を市政に活かすよう、管理職な

どへの登用を推進します。 
・人事課 

③ 
女性登用後の 

サポート体制の強化 

・女性登用後、能力向上のためなどの講座や研修を実施

します。 

・相談体制を強化します。 

・人事課 

・関係各課 

 

（2）企業・団体などにおける女性参画の推進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
女性のエンパワー 

メントの啓発・促進 

・企画能力や管理能力などを高める女性のエンパワーメ

ント※7 のための情報を企業などに提供し、啓発を推進

します。 

・商工振興課 

② 
女性リーダー育成の 

ための援助 

・女性リーダー育成のためのセミナーなどの情報を提供

します。 

・職業能力を高めるセミナー情報や資格取得、技術取得

などの情報を提供するとともに女性の能力活用を促し

ます。 

・商工振興課 

 

 

 

※7 女性のエンパワーメント：P.2 参照  

目標Ⅰ 誰もが活躍できる社会づくり 
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 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

各種委員会・審議会での女性登用率 33.0％（R6） 50.0％ 

各務原市の係長職以上における女性の割合 19.5％（R6） 28.5％ 

「女性管理職を積極的に登用していきたい」と考える事業所の

割合（事業所アンケート） 
51.4%（R5） UP 
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 基本施策２ 地域社会における男女共同参画の促進 

 施策の方向 

（1）地域活動の推進 

男女共同参画の視点を取り入れて活力ある地域社会をめざし、年齢や性別にとらわれることなく、

男女がともに地域活動に取り組み、意思決定の場へ参画できるよう支援します。 

 

（2）防災に関する意識決定や現場での女性参画の拡大 

女性の視点を取り入れた防災対策の推進のため、防災分野における政策・方針決定過程や、避難所

運営などの防災現場への女性の参画を促進します。 

 

 主な事業と内容 

（1）地域活動の推進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
地域活動における男女共

同参画の推進 

・自治会などの地域活動に、女性の参画を促します。 

・地域における自主防災活動、防火活動や環境活動へ女

性のさらなる参画を促進します。 

・地域づくりへの参画と活動の活性化のため、各種団体

やグループを育成、支援します。 

・地域の団体において、性別に基づいている不合理な慣

行、しきたりの見直しを働きかけます。 

・まちづくり推進課 

・防災対策課 

・消防総務課 

・予防課 

・環境政策課 

・関係各課 

② 
まちづくり活動における 

男女共同参画の推進 

・性別や年齢を問わず、多様な人材や団体などと協働し

たまちづくりを推進するとともにその活動を支援しま

す。 

・まちづくりの担い手の育成や支援に取り組みます。 

・まちづくり推進課 

 

（2）防災に関する意思決定や現場での女性参画の拡大 

主な事業 事業内容 関係課 

① 

防災分野における 

政策・方針決定過程への 

女性参画の推進 

・地域防災計画・災害復興の策定、健康危機管理対策な

どに女性が参画します。 

・防災対策課 

・健康管理課 

② 
防災活動の現場における 

女性参画の推進 

・避難所運営など地域の防災活動に対して女性の参加を

促進します。 
・防災対策課 

 

 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

「地域活動の中で、男女の地位は平等になっている」と思う市

民の割合（市民意識調査） 
20.7％（R5） UP 

現地連絡所員に占める女性の割合 34.9％（R6） UP 
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 基本施策３ 家庭における男女共同参画の促進  

 施策の方向 

 

（1）仕事と家庭の両立の実現に向けた男女共同参画の促進 

仕事と家庭の両立を図れるように、多様な就業形態の導入を奨励し、適切な職場慣行の普及、長時

間労働の是正などの啓発を事業所へ行います。また、ワーク・ライフ・バランス※8 実現に向けて、

セミナーなどを開催し、市民への意識啓発に努めます。 

 

（2）子育て支援の充実 

子育てに関する講座、セミナーを開催し、子育て中の人が抱える悩みや不安の解消に努めます。ま

た、放課後子ども教室※24、放課後児童クラブ※25 など地域における子育て支援の充実や延長保育な

ど、多様化するニーズに対応した子育て支援体制の充実を図ります。 

 

（3）家事・育児・介護における男女共同参画の推進 

家事・育児・介護への男性の積極的な参加を促す啓発を行います。また、育児や介護における休

暇・休業が取得しやすい職場環境づくりにむけて事業者への啓発を促進します。 

 

 主な事業と内容 

（1）仕事と家庭の両立の実現に向けた男女共同参画の促進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
ワーク・ライフ・バランスの

周知 

・ワーク・ライフ・バランスや、性別による固定的役割分担

意識の改善に向けて、啓発を行います。 

・仕事と家庭の両立支援の必要性についてのセミナー

などを開催します。 

・まちづくり推進課 

・商工振興課 

② 働き方改革の推進 

・ワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、事業者に長時

間労働の是正などの啓発を行います。 

・男性の仕事中心という意識の見直しへの啓発を推進し

ます。 

・まちづくり推進課 

・商工振興課 

・人事課 

③ 多様な働き方の推進 

・パートタイム労働法、派遣労働法などの周知・啓発を行

います。 

・事業者に対し、男女が家庭的責任を果たせるよう、適

切な就業形態や職場慣行の普及を図ります。 

・時差出勤、在宅勤務、フレックスタイム制※14 などの導入

を奨励します。 

・商工振興課 

 
 
 
 

 
 
※8 ワーク・ライフ・バランス：P.3 参照 
※14 フレックスタイム制：P.17 参照 
※24 放課後子ども教室：小学校の放課後に、地域住民の協力を得て行う様々な遊びや軽スポーツ・文化活動のこと。

心豊かでたくましい子どもたちを社会全体で育てることを目的としている。 
※25 放課後児童クラブ：共働きなどで、昼間家庭に保護者が自宅にいない小学校児童の健全育成を図るための事業の

こと。 
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（2）子育て支援の充実 

主な事業 事業内容 関係課 

① 子育て相談体制の充実 

・妊娠期から子育て期における切れ目のない相談体制を

充実し、悩みや不安など精神的負担の軽減を図ります。 

・子育て情報の提供を行います。 

・子育てに関する講座、セミナーを開催し、悩みの解消に

努めます。 

・子育て応援課 

・子ども家庭支援課 

・健康管理課 

・教育センター 

・いきいき楽習課

（各ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ） 

② 
地域における 

子育て支援機能の充実 

・放課後子ども教室、放課後児童クラブなど地域におけ

る子育て支援の充実を図ります。 

・子ども館※26 の充実を図ります。 

・子育てサークル※27 を育成、支援します。 

・子育て広場※28 を開催します。 

・子育て応援課 

・教育総務課 

・青少年教育課 

③ 
多様なニーズに対応した 

保育サービスの充実 

・延長保育など、保護者の就労形態に合わせた保育サー

ビスを提供します。 

・「保育所等入所のしおり」や市公式ウェブサイトにおい

て、保育年齢の記載、一時預かり、延長保育の実施の有

無など、多様なニーズに合わせた子育ての情報を提供

します。 

・子育て応援課 

 

（3）家事・育児・介護における男女共同参画の推進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 

家事・子育てに対する 

性別役割分担の 

意識改革の推進 

・家事、育児、介護に男性の積極的な参加を促す啓発を

行います。 

・介護役割を分担できるよう、地域包括ケアシステムの

情報提供を図ります。 

・まちづくり推進課 

・高齢福祉課 

② 
育児や介護における休暇・

休業の取得の促進 

・育児、介護に係る休暇・休業を取りやすい職場環境づく

りに向けて、様々な媒体を活用して事業者などへの啓

発を促進します。 

・商工振興課 

・人事課 

 

 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

この地域で、子育てをしていきたいと思う市民の割合 

（総合計画） 
92.0％（R4） UP 

家事の主な役割分担について、「夫婦平等」または「家族全員」

を選択した市民の割合（市民意識調査） 
24.1％（R5） 37.0％ 

「仕事と家庭生活と地域・個人の生活をともに優先」を希望す

る人の割合と実現している人との割合の差（市民意識調査） 

25.4 ポイント

（R5） 
9 ポイント 

育児休業を取得しやすい雇用環境の整備の措置をしている事

業所の割合（事業所アンケ―ト） 
54.1％（R5） UP 

 
 

※26 子ども館：「親子の絆作り」「もっと楽しい子育て」「子どもが自分で育つ」を目標に、乳幼児親子を対象とする遊
びや交流の場のこと。 

※27 子育てサークル：子育て中の親子が集まり、交流しながら、より楽しい育児につなげていく自主的な活動をして
いるグループのこと。 

※28 子育て広場：子どもの発達や親の役割、家庭の在り方に関する学習機会として、幼稚園・保育所・小中学校ごと
に設ける保護者向けの学びの場のこと。 
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 基本施策４ 働く場における男女共同参画の促進 

 施策の方向 

 

（1）雇用機会の拡大と待遇確保の促進 

女性の就労機会の拡大や積極的な活用に関する情報を提供します。また、農林・商工業など、女性

の就業が少ない分野での活躍を支援します。 

 

（2）女性の就業・起業への支援 

女性の就業や起業を支援するため、講座やセミナーの開催など情報や学習機会を提供するほか、関

連機関と連携して女性の能力発揮に向けた支援を進めます。 

 

 主な事業と内容 

（1）雇用機会の拡大と待遇確保の促進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 

積極的改善措置に 

自主的に取り組む 

事業所の拡大 

・雇用における男女平等とポジティブ・アクション（積極的

改善措置）※15 の導入効果などの情報を様々な媒体を

活用して提供します。 

・商工振興課 

② 

女性の経営者や 

従業員が少ない分野に 

おける女性活躍の推進 

・農林・商工業など、女性が少ない分野での女性の活躍

を情報提供などにより支援します。 

・自営業、農林・商工業など、女性が経営や運営に参画

し、待遇が確保されるよう情報提供します。 

・家族農業経営において、家族がともに経営のパートナ

ーとして位置づけられるよう家族経営協定※29 の締結

などの情報を提供します。 

・商工振興課 

・農政課 

 

（2）女性の就業・起業への支援 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
女性の再就職・ 

起業支援の充実 

・再就職に関するセミナーの開催や情報を提供します。 

・相談窓口を整備します。 

・起業をめざす女性に対して、商工会議所と連携して創

業支援セミナーなど必要な情報や学習の機会を提供し

ます。 

・まちづくり推進課 

・商工振興課 

② 
女性の能力発揮促進の 

ための援助 

・女性の職業意識を高めるための情報の提供に努めま

す。 

・職業能力を高める講座情報や資格取得、技術取得など

の情報を提供します。 

・商工振興課 

・まちづくり推進課 

 
 
 
 
 

 
※15 ポジティブ・アクション（積極的改善措置）：P.18 参照 
※29 家族経営協定：家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやり甲斐を持って経営に参画できる魅力的な農業

経営を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な話し合いに基
づき取り決める協定のこと。 

女性活躍推進計画 
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 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

「職場の中で、男女の地位は平等になっている」と思う 

市民の割合（市民意識調査） 
21.0％（R5） UP 

女性が少ない職場・職種へ女性を積極的に採用している事業

所の割合  （事業所アンケート） 
23.9％（R5） UP 

 

 市民や事業者などに望まれる役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆家事、育児、介護などに男性も積極的に参加し、家事や育児などの家庭責任を分担しましょう。 

◆ワーク・ライフ・バランスのとれたライフスタイルを築きましょう。 

◆地域の課題への関心を高め、自治会や防災・防火活動、環境活動などの地域活動へ参加しましょう。 

◆多様な働き方を推進し、仕事と家庭の両立を果たせるようにしましょう。 

◆性別にかかわりなく、育児・介護休暇を取りやすい職場環境づくりを進めましょう。 

◆ポジティブ・アクション（積極的改善措置）により、女性の役職登用を進めましょう。 

◆雇用（募集・採用・賃金・配置・昇進など）における性別格差をなくしましょう。 

市民 

事業者 

◆地域活動における性別に基づいた不合理な慣行やしきたりを見直しましょう。 

◆地域活動の方針決定過程や防災分野において、誰もが参画しやすい方法を検討しましょう。 

地域 
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 基本施策１ 生涯を通じた健康・生きがいづくりの支援と 

安心できる生活環境の整備 

 施策の方向 

 

（1）健康の確保と生きがいづくりの推進 

誰もが生涯にわたり自立し、安心して生活を送るために、それぞれの健康課題に対応できるよう、

健康に関する相談や講座・セミナーの開催などを通じて、正しい判断力や知識を普及し、心身の健康

づくりを進めます。 

 

（2）防犯、防災体制の整備 

誰もが安心して暮らせるように、防犯対策の実施や情報提供を行うほか、多様なニーズの違いに配

慮した防災対策を実施します。 
 

 主な事業と内容 

（1）健康の確保と生きがいづくりの推進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 

性と生殖に関する 

健康と権利の 

普及・啓発 

・リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健

康と権利）※30 の理念が定着するように、様々な媒体を

活用し、普及・啓発を図ります。 

・性と生殖に関する相談体制の充実を図ります。 

・児童生徒が性に対する正しい知識、情報を得て、適切

な判断や意思決定ができるよう、性に関する指導の充

実に努めます。 

・ＨＩＶ（エイズ）や性感染症などについて、正しい知識を

持ち、予防ができるように、セミナー開催やパンフレッ

ト配布などで普及を図ります。 

・健康管理課 

・学校教育課 

② 
健康に関する 

支援体制の充実 

・安心して妊娠・出産ができるよう、妊娠期から産後まで

の切れ目のない支援を図ります。 

・各種健康診査や検診の受診促進を図ります。 

・性差医療についての情報提供に努めます。 

・思春期に表れる変化についての相談及び指導の充実に

努めます。 

・更年期や認知症などの健康に関する相談や講座の開

催、情報提供などを行います。 

・健康について相談できる体制を充実します。 

・健康管理課 

・学校教育課 

・高齢福祉課 

③ 
高齢者の 

生きがいづくりの推進 

・合同企業説明会を通じた高齢者の就労やボランティア

などの社会参画を促します。 

・趣味や生きがい、健康づくりのための講座・セミナーを

開催します。 

・高齢福祉課 

・商工振興課 

・いきいき楽習課

（各ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ） 

※30 リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖に関する健康と権利）：性と生殖に関するすべての側面において、
身体的、精神的、社会的に本人の意思が尊重され、自分の身体に関することを自分自身で決められる権利のこと。 

目標Ⅱ 誰もが安全で安心して暮らせる社会づくり 
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（2）防犯、防災体制の整備 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
安全・安心の 

まちづくりの推進 

・公共的な施設のバリアフリー化に関係機関と連携して

取り組みます。 

・犯罪防止のため、道路、公園などの点検を実施します。 

・防犯対策の啓発や防犯に関する情報の提供に努めま

す。 

・河川公園課 

・道路課 

・まちづくり推進課 

・関係各課 

② 
多様なニーズの違いに 

配慮した防災対策の推進 

・女性等の多様な視点を取り入れた避難所運営に努めま

す。 
・防災対策課 

 

 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

リプロダクティブ・ヘルス/ライツの「内容を知っている」 

市民の割合（市民意識調査） 
2.4％（R５） UP 

子宮がん検診受診率 7.4％（R5） UP 

乳がん検診受診率 9.5％（R5） UP 

困った時に、隣近所で助けてくれる人がいると思っている市

民の割合（市総合計画） 
67.5％（R5） UP 
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 基本施策２ 暴力を許さない安心して生活できる環境の整備  

 

 施策の方向 

 

（1）啓発・教育の推進 

DV やハラスメントについて正しく理解するための情報提供、暴力やハラスメント防止の啓発に努

めます。 

 

（2）相談体制の整備と連携強化 

DV やハラスメントに関する相談体制を充実させます。また、関係機関との連携を強化し、相談に

あたる職員の質の向上に努めます。 

 

（3）安全の保障と自立に向けた支援 

警察などの関係機関と協力し、DV 被害者の迅速な一時保護など状況に適した安全の確保を行いま

す。また、DV 被害者や同伴する家族の置かれている状況を的確に把握し、関係機関と共有しながら、

自立に向けた支援を行います。 

 

 主な事業と内容 

（1）啓発・教育の推進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 各種広報活動の推進 

・DV 防止に関する法制度や支援についての情報を提供し

ます。 

・セクハラやパワハラ※31 の防止に向け、SNS※32 や市ウェ

ブサイトなど、様々な媒体を活用し、意識啓発を行いま

す。 

・デート DV※33 防止に向けた啓発を強化します。 

・広報やチラシなどによる相談窓口の周知に努めます。 

・子ども家庭支援課 

・まちづくり推進課 

・学校教育課 

② 

職場における 

ハラスメントの 

防止対策の徹底 

・事業者に対し、様々な媒体を活用して、セクハラ、パワハ

ラ、マタハラ※34 などの防止を啓発するとともに防止対

策を促します。 

・セクハラやパワハラなどを根絶するための情報提供や啓

発、研修を実施します。 

・商工振興課 

・人事課 

 
 
 
 
 
 
 
 
※31 パワハラ（パワー・ハラスメント）：職場などの優越的な関係を背景とし、本来の業務の適正な範囲を超えて、継

続的に人格や尊厳を害する行動によって、労働者の就労環境が害されること。 
※32 SNS：サービスに登録した利用者がインターネット上で交流できる場所のこと。ソーシャル・ネットワーキン

グ・サービス（Social Networking Service）の略のこと。 
※33 デート DV：交際相手又は元交際相手との間で起こる身体的・精神的、性的な暴力のこと。 
※34 マタハラ（マタニティ・ハラスメント）：働く女性が妊娠・出産をきっかけに精神的・肉体的な嫌がらせや、妊

娠・出産を利用した解雇、雇い止めや退職の強要で不利益を被ること。 

DV 対策基本計画 
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（2）相談体制の整備と連携強化 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
被害者の相談・保護などの

支援体制の推進 

・DV、セクハラ、パワハラなどに対しての相談体制を充実

します。 

・DV 被害者支援に係る関係機関との連携体制を強化し

ます。 

・子ども家庭支援課 

・高齢福祉課 

・まちづくり推進課 

② 相談窓口間の連携 

・県や民間支援団体などのほか、児童虐待や高齢者虐待、

障がい者支援、青少年支援などの関係課の相談窓口と

の連携を図ります。 

・子ども家庭支援課 

・高齢福祉課 

・社会福祉課 

・まちづくり推進課 

・関係各課 

③ 
相談員の資質向上と 

二次的被害の防止 

・被害者の相談や支援にあたる職員は、研修を受講し、資

質の向上を図ります。 

・相談にあたる職員に、研修などを通じ、二次的被害※35

を発生させないよう周知します。 

・子ども家庭支援課 

・関係各課 

 

（3）安全の保障と自立に向けた支援 

主な事業 事業内容 関係課 

① 通報への迅速・的確な対応 

・警察や県配偶者暴力相談支援センター、県女性相談支援

センター、民間機関などと連携し、被害者の迅速で円滑

な一時保護を図ります。 

また、関係者間の情報は必要最小限とし適切に管理しま

す。 

・子ども家庭支援課 

・高齢福祉課 

・社会福祉課 

・関係各課 

② 
被害者の生活再建に 

向けた支援 

・被害者の自立した生活再建のために、心のケアを行うと

ともに、裁判所・役所などにおける手続きの援助など、被

害者の状況に応じて多様な支援を行います。 

・子ども家庭支援課 

・高齢福祉課 

・関係各課 

③ 

DV 被害者支援に 

係る関係機関との 

連携の促進 

・各務原市要保護児童対策及び DV 対策地域協議会で

DV 被害者の支援について協議、調整し、適切な役割分

担と連携を図ります。 

・子ども家庭支援課 

④ 
民間支援団体との 

連携・協働 

・母子生活支援施設などの民間支援団体と連携・協働し、

DV 被害者などを支援します。 
・子ども家庭支援課 

 

 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

DV について「内容を知っている」市民の割合 

（市民意識調査） 
75.5％（R5） UP 

セクハラについて「内容を知っている」市民の割合 

（市民意識調査） 
78.9％（R5） UP 

DV やセクハラなどを経験した人のうち相談した割合 

（市民意識調査） 
31.5％（R5） UP 

DV についての自身の経験やまわりに経験した人がいる割合 

（市民意識調査） 
16.1％（R5） DOWN 

 
※35 二次的被害：相談員や支援者が、被害者への理解不足から不適切な対応をして、更なる被害が生ずること。 
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 基本施策３ 困難な問題を抱える人に対する支援  

 

 施策の方向 

 

（1）困難を抱える人に対する生活支援や自立支援 

高齢者や障がい者、外国人市民、ひとり親家庭など、困難な状況におかれている人々に対し、相談

窓口や情報提供の充実、自立支援の実施、地域の見守り活動を通じて、安心して暮らせる環境の整備

に努めます。 

 

（2）相談体制の整備と連携強化 

広報紙や SNS、イベントや出前講座等でのチラシの配布などを通して相談窓口の周知を図ります。

また、県や民間支援団体、関係課との連携の強化、相談や支援にあたる職員の資質の向上など相談体

制の充実を図ります。 

 

 主な事業と内容 

（1）困難を抱える人に対する生活支援や自立支援 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
高齢者・障がい者・ 

外国人市民などへの支援 

・高齢者や障がい者の自立支援に向けて、ボランティア

などにより地域の見守りを図ります。 

・高齢者や障がい者、外国人市民などが安心して生活

できる環境づくりに努めます。 

・各務原国際協会などと連携し、外国人市民と日本人

市民が相互理解を図る機会を設け、外国人市民の社

会参加を促進します。 

・高齢福祉課 

・社会福祉課 

・観光交流課 

② ひとり親家庭への支援 

・ひとり親家庭に対しての相談体制の充実を図ります。 

・ひとり親家庭に必要な情報の提供を推進します。 

・ひとり親家庭の自立に必要な各種サポート制度の充

実を図ります。 

・子ども家庭支援課 

・医療保険課 

③ 困難を抱える人への支援 

・性犯罪、ストーカー行為、売買春などの防止に向けた

情報提供、啓発を強化します。 

・性暴力の当事者にしないため、児童生徒に対する性に

関する指導の充実に努めます。 

・孤独、孤立状態に陥るリスクにある人や安心できる場

所を持たない人を対象とした居場所づくりやつながり

づくりを支援します。 

・貧困による生活困窮に陥るリスクのある人に対し、自

立支援を促します。 

・ひきこもり支援を行います。 

・子ども家庭支援課 

・学校教育課 

・子育て応援課 

・社会福祉課 

・福祉政策課 

・関係各課 

 
 
 
 
  

困難な問題を抱える女性支援基本計画 
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（2）相談体制の整備と連携強化 

主な事業 事業内容 関係課 

① 各種窓口の周知 

・広報紙や SNS などによる相談窓口の周知に努

めます。 

・イベントや出前講座等において、相談窓口のチ

ラシを配布します。 

・子ども家庭支援課 

・まちづくり推進課 

・関係各課 

② 連携体制の強化 
・県や民間支援団体などのほか、関係課の相談窓

口との連携を図ります。 

・子ども家庭支援課 

・関係各課 

③ 相談員の資質向上 
・相談や支援にあたる職員は研修を受講し、資質

の向上を図ります。 

・子ども家庭支援課 

・関係各課 

 

 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

悩みや不安を相談する人や場所がある市民の割合（地域福祉

計画） 
89.9％（R5） UP 

「ひとり親・女性相談」の年間相談件数 745 件（R5） UP 
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 基本施策４ 性の多様性の理解促進と性的少数者に対する支援  

 施策の方向 

（1）性の多様性を認め合える学習機会の充実 

学校教育を通して性的少数者に対する理解を促進します。また、保護者に対しても性の多様性に関

わる情報提供を行うことで、性的少数者に関する理解を促進します。 

市民に対して、多様性をテーマにした講座や講演会を開催するなど、学習機会の充実に努めます。 

 

（2）相談体制の充実 

市民相談室にて、LGBT※4 に関する相談を受け付け、必要に応じて県や関係機関の相談窓口を案

内します。また、広報紙や市のウェブサイト等の媒体を用いて、相談窓口の周知に努めます。 

 

（3）性の多様性を尊重する環境の整備 

各種様式における性別欄の表記への配慮や同性カップルに対する行政サービスの拡充、多様性を尊

重した環境の整備を行い、当事者が直面する困難の解消に努めます。 

 

 主な事業と内容 

（1）性の多様性を認め合える学習機会の充実 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
学校等における教育の推

進 

・保健体育等の教科授業を通し、性的少数者に対する

子どもたちの理解を促進します。 

・教育活動全体を通し、差別や偏見をなくすための人権

教育の推進を行います。 

・生徒や保護者に対し、性の多様性に関わる情報提供

を行います。 

・子どもたちへ心と体の大切さなどの指導を行います。 

・学校教育課 

・まちづくり推進課 

・子育て応援課 

② 
生涯を通じた 

学習機会の充実 

・性の多様性に対する正しい知識や理解の普及のた

め、LGBT をテーマにした講座や講演会を開催しま

す。 

・まちづくり推進課 

・いきいき楽習課 

（各ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ） 

 

（2）相談体制の充実 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
性的少数者に対する 

相談窓口の運営・周知 

・地方法務局や県と連携し、性的指向や性自認に関する

不安や悩みに対応する相談体制の充実に努めます。 

・広報紙や市ウェブサイト等、様々な媒体を利用し、相

談窓口の周知を行います。 

・まちづくり推進課 

 

 

 

 

 

 

※4 LGBT：P.1 参照 
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（3）性の多様性を尊重する環境の整備 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
当事者等の日常生活上の

困難の解消 

・庁内において、申請書等の各種様式における性別欄

の表記への配慮や同性カップルに対する行政サービ

スの拡充に努めます。 

・公共施設のトイレや更衣室等において、多様性に配慮

した環境の整備に努めます。 

・まちづくり推進課 

・関係各課 

 

 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

LGBT について「おおよその内容まで知っている」と答えた市

民の割合（市民意識調査） 
61.6％（R5） UP 

「一般的に、性的少数者（LGBT 等）の方々に対して、偏見や差

別などがある」と思う市民の割合（市民意識調査） 
82.6％（R5） DOWN 

 

 

 市民や事業者などに望まれる役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆心身の健康づくりのために健康診査や検診を定期的に受診し、趣味や生きがいを持ちましょう。 

◆地域の子どもや高齢者、障がい者など支援が必要な人をできる範囲で見守り、支援しましょう。 

◆DV やセクハラなどのハラスメントについて男女とも理解を深め、許さない意識を持ちましょう。 

◆DV 被害を受けたり、見聞きした場合や困難を抱えている人は相談機関などへ相談しましょう。 

◆性の多様性に関する知識・理解を深め、個性や互いの人権を尊重し合いながら生活しましょう。 

◆性別、年齢に関係なく市民が安心して暮らすため、地域で見守り支え合いましょう。 

市民 

地域 

◆健康診査や各種検診の受診促進、健康増進を図りましょう。 

◆セクハラやパワハラなど、ハラスメントを許さない職場環境をつくりましょう。 

事業所 
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 基本施策１ 男女平等の視点に立つ教育と学習の促進 

 

 施策の方向 

 

（1）多様な生き方の選択を可能にする学習機会の充実 

児童・生徒に対して、男女共同参画意識や互いの個性を尊重する大切さを身につけ、行動できるよ

う、家庭、学校、地域生活の中で男女共同参画や人権尊重に関する理解を深めるための教育や、生涯

を通じて、男女共同参画の意識を高められるよう、学習機会の充実を図ります。 

 

（2）メディアにおける人権尊重教育の推進 

広報や刊行物などにおいて、性差別につながらない表現を促進します。また、啓発活動を通じて、

メディア・リテラシー※23 の向上を図ります。 

 

 主な事業と内容 

（1）多様な生き方の選択を可能にする学習機会の充実 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
男女平等教育・ 

学習の充実 

・男女共同参画に関する講座、講演会、セミナーなど

学習機会の充実を図ります。 

・男女共同参画に関する図書を充実するとともに、企

画展示などによる情報提供をします。 

・まちづくり推進課 

・いきいき楽習課

（各ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ） 

・人事課 

・図書館 

② 
子どもの頃からの 

教育・学習の推進 

・児童、生徒に対し、教育活動全体を通じて人権の尊

重や男女平等などに関する教育を実施します。 

・教職員へ研修を実施するとともに、保護者に対する

啓発を行います。 

・学校教育課 

・教育センター 

・子育て応援課 

③ 

男女平等の視点に立った 

キャリア教育・進路指導の

推進 

・性別ではなく、一人ひとりの個性や能力を尊重した

キャリア教育や進路指導を推進します。 
・学校教育課 

④ 
生涯を通じた 

学習機会の充実 

・男女が慣習などに捉われず、生涯を通じて男女共

同参画の意識を高められるよう、講座などの学習機

会や情報を提供します。 

・まちづくり推進課 

・いきいき楽習課

（各ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ） 

・高齢福祉課 

・関係各課 

 

 

 

 

 

※23 メディア・リテラシー：P.24 参照 

目標Ⅲ 男女共同参画社会への意識づくり 
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（2）メディアにおける人権尊重教育の推進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
性差別につながらない 

表現の促進 

・広報や刊行物などを作成するときは、各種資料など

を参考に、性差別につながるような表現を排除しま

す。 

・広報課 

・青少年教育課 

・関係各課 

② 
メディア利用に 

関する教育の推進 

・インターネット、ＳＮＳなどの様々なメディアの情報を

正しく判断し利用することができるよう、メディア・リ

テラシー※23 や情報モラル教育の推進を図ります。 

・ＰＴＡと連携を図るなどして、家庭への啓発に努めま

す。 

・学校教育課 

・青少年教育課 

・いきいき楽習課

（各ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ） 

・関係各課 

 

 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

「学校教育の場で、男女の地位は平等になっている」と思う 

市民の割合（市民意識調査） 
50.9％（R5） UP 

男女共同参画に関する市主催講座への参加者数（年間） 101 人（R5） UP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※23 メディア・リテラシー：P.24 参照 
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 基本施策２ 市民・事業者の意識改革 

 施策の方向 

 

（1）男女共同参画に関する広報・啓発活動の推進 

男女共同参画に関する理解を促進し、意識を高めるため、積極的に広報・啓発を行い、講座やイベ

ントなどを開催します。また、各種団体や事業者へ情報提供を行います。 

 

（2）男女共同参画に関する調査・研究 

市民や事業所に対する意識調査や団体へのヒアリングなどから、男女共同参画に関する実態把握に

努めます。また、他市の先進事例を収集し、市の施策に取り入れます。 

 

 主な事業と内容 

（1）男女共同参画に関する広報・啓発活動の推進 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
男女共同参画についての 

広報・啓発 

・男女共同参画意識の高揚を図るため、様々な媒体や

機会を活用し、積極的に広報・啓発を行います。 

・講座やイベントなどで男女共同参画に関する情報提

供を行います。 

・各種団体や事業者などへ、国や県からの男女共同参

画に関する情報を提供します。 

・まちづくり推進課 

・いきいき楽習課

（各ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ） 

・商工振興課 

・関係各課 

 

（2）男女共同参画に関する調査・研究 

主な事業 事業内容 関係課 

① 
男女共同参画についての

実態調査・研究 

・市民や事業所に対する意識調査や団体へのヒアリン

グなどを通じ、男女共同参画に関する実態把握に努

めます。 

・各種調査結果から、市民や事業者のニーズを分析し、

市の施策に反映します。 

・他市における先進事例を収集し、必要に応じ、市の施

策に取り入れます。 

・まちづくり推進課 

 

 目標指標及び目標値 

指標名 現状値 
目標値 

（令和 11 年） 

「社会通念・慣習・しきたり等で、男女の地位は平等になってい

る」と思う市民の割合（市民意識調査） 
10.4％（R5） UP 
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 市民や事業者などに望まれる役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆性別によって能力や役割などを決めつけるのではなく、一人ひとりの個性や能力を尊重しましょう。 

◆不平等な社会通念や慣行・しきたりを見直し、自分の中にも偏見がないか考えてみましょう。 

◆子ども達に男女平等や人権の意識を育む教育や保育を行いましょう。 

◆性別によって役割や担当を決めるのではなく、資質や能力を大切にしましょう。 

◆職場における慣行・しきたりを見直していきましょう。 

◆メディアによる広報・PR の際は、性差別につながらない表現に努めましょう。 

市民 

事業者 

◆地域で広報活動や刊行物の作成を行う際には、性差別につながらない表現に努めましょう。 

地域 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 目標の推進にあたって 
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各務原市 

PDCA サイクル 

施策の評価、検証、 
今後の⽅向性等の確認 

具体的な事業 
の実施 

計画の⽴案、策定 

改善の検討 

Plan 

Do 

Check 

Action 

 プランの推進体制 

本プランの施策を効率かつ効果的に実施していくため、プランに基づく事業の進捗確認を定期的に

行います。事業の進捗状況等について、男女が輝く都市づくり審議会に報告し、委員から意見を求め

たうえで、評価、検証を行います。 

それらを改善案の検討に反映させ、次年度事業の立案、策定につなげていきます。 

改善を重ねながら、本事業をスパイラルアップさせていくことで、本プランが掲げる目標を達成さ

せるとともに、市の将来都市像「笑顔があふれる 元気なまち」の実現につなげてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民 

事業者 

男女が輝く 

都市
ま ち

づくり審議会 

意見・提案 

普及・啓発 

事業実施 

意見・提案 情報提供 

実績報告 

試行錯誤しながら改善を重ね、その

積み重ねが時間とともにスパイラル

アップ（好循環）し、向上していく

ことを目指します。 
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 プランの目標指標及び目標値 

目標 
基本 

施策 
目標指標 

現状値 

（R5） 
目標値 担当課及び出典 

全体 

「社会全体の中で、男女の地位は平等に

なっている」と思う市民の割合 
9.6% 20.0% 市民意識調査 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきで

ある」と考える市民の割合 
19.2% 10.0% 市民意識調査 

目
標
Ⅰ 

1 

各種委員会・審議会での女性登用率  33.0% ※1 50.0％ まちづくり推進課 

各務原市の係長職以上における女性の

割合 
 19.5％ ※2 28.5％ 人事課 

「女性管理職を積極的に登用していきた

い」と考える事業所の割合 
51.4% UP 事業所アンケート 

２ 

「地域活動の中で、男女の地位は平等に

なっている」と思う市民の割合 
20.7% ＵＰ 市民意識調査 

現地連絡所員に占める女性の割合  34.9％ ※1 UP 防災対策課 

3 

この地域で、子育てをしていきたいと 

思う市民の割合 

92.0% 
（R4） 

ＵＰ 総合計画 

家事の主な役割分担について、「夫婦平

等」または「家族全員」を選択した市民の

割合 

24.1% 37.0% 市民意識調査 

「仕事と家庭生活と地域・個人の生活を

ともに優先」を希望する人の割合と実現

している人との割合の差 

25.4 
ポイント 

9.0 
ポイント 

市民意識調査 

育児休業を取得しやすい雇用環境の  

整備の措置をしている事業所の割合 
54.1% UP 事業所アンケート 

4 

「職場の中で、男女の地位は平等になっ

ている」と思う市民の割合 
21.0% ＵＰ 市民意識調査 

女性が少ない職場・職種へ女性を積極的

に採用している事業所の割合 
23.9% ＵＰ 事業所アンケート 

目
標
Ⅱ 

1 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツについ

て「内容を知っている」市民の割合 
2.4% ＵＰ 市民意識調査 

子宮がん検診受診率 7.4％ ＵＰ 健康管理課 

乳がん検診受診率 9.5％ ＵＰ 健康管理課 

困った時に、隣近所で助けてくれる人が

いると思っている市民の割合 
67.5% ＵＰ 総合計画 

※1 の現状値は、令和 6 年 12 月 1 日時点の数値です。 

※2 の現状値は、令和 6 年 4 月 1 日時点の数値です。 
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目

標 

基本 

施策 
目標指標 

現状値 

（R5） 
目標値 担当課及び出典 

目
標
Ⅱ 

2 

DV について「内容を知っている」   

市民の割合 
75.5% ＵＰ 市民意識調査 

セクハラについて「内容を知っている」 

市民の割合 
78.9% ＵＰ 市民意識調査 

DV やセクハラなどを経験した人のうち

相談した割合 
31.5% ＵＰ 市民意識調査 

DV についての自身の経験やまわりに 

経験した人がいる割合 
16.1% ＤＯＷＮ 市民意識調査 

3 

悩みや不安を相談する人や場所がある

市民の割合 
89.9% UP 地域福祉計画 

「ひとり親・女性相談」の年間相談件数 745 件 UP 子ども家庭支援課 

4 

LGBT について「おおよその内容まで 

知っている」と答えた市民の割合 
61.6% UP 市民意識調査 

「一般的に、性的少数者（LGBT 等）の

方々に対して、偏見や差別などがある」

と思う市民の割合 

82.6% DOWN 市民意識調査 

目
標
Ⅲ 

1 

「学校教育の場で、男女の地位は平等に

なっている」と思う市民の割合 
50.9% ＵＰ 市民意識調査 

男女共同参画に関する市主催講座への

参加者数（年間） 
101 人 UP 関係各課 

2 

「社会通念・慣習・しきたり等で、男女の

地位は平等になっている」と思う市民の

割合 

10.4% UP 市民意識調査 

 

 

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 
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各務原市における関連条例・規則 

各務原市男女が輝く都市
ま ち

づくり条例 

平成 17 年 3 月 31 日 

条例第 4 号 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条—第９条） 

第２章 基本的施策等（第１０条—第１９条） 

第３章 男女が輝く都市づくり審議会（第２０条

—第２４条） 

第４章 雑則（第２５条） 

附則 

 

木曽川の恵みと美濃山地の美しい山並みにはぐ

くまれてきた私たちの都市、各務原市。 

ここに生きるすべての市民が、安心していきい

きと輝きながら暮らして行くためには、互いがそ

の人権を尊重しあい、責任をわかちあい、あらゆ

る分野の活動に参画し、性別にかかわりなく、男

女が共に個性と能力を発揮できる都市が実現され

なければならない。 

しかしながら、今なお性別で役割を固定的に捉

える意識やそれに基づく慣習、社会通念などによ

り、男女の自由な活動や生き方の選択を妨げたり

人権侵害を生む原因となっているなど、まだまだ

多くの課題が残されている。 

一方２１世紀新時代、急速に進む少子高齢化社

会や社会環境の急激な変化は、家族形態や、地域

社会にも影響を与えており、社会の基礎である家

族とそれを取り巻く地域社会とのつながりがます

ます重要となっている。 

ここに、各務原市は、市、市民、事業者が協働

し、人々の家庭を愛する心と地域社会の人々の理

解と総意により、男女が対等な個人として輝きな

がら、豊かで活力と優しさにあふれた男女が共に

輝く都市の実現を目指し、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女が共に輝く都市づくり

を推進するため、その基本理念及び実現すべき

姿等を定め、市、市民及び事業者の役割を明ら

かにするとともに、市の施策の基本的事項を定

めることにより、市民一人ひとりが輝きながら、

豊かで活力と優しさにあふれた各務原市の実現

を目指すことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、男女共同参画社会基

本法（平成１１年法律第７８号）に基づく男女

共同参画社会の形成を、男女が共に輝く都市づ

くりと表し、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）男女が共に輝く都市づくり 男女が社会の

対等な構成員として、自らの意思によって

社会のあらゆる分野における活動に参画す

る機会が確保され、もって男女が均等に政

治的、経済的、社会的及び文化的利益を享

受することができ、かつ共に責任を担う都

市づくりをいう。 

（２）積極的改善措置 前号に規定する機会につ

いて、男女間の格差を改善するため必要な

範囲において、男女のいずれか一方に対し、

その機会を積極的に提供することをいう。 

（３）事業者 市内における公的機関又は事業を

行う個人及び法人その他の団体をいう。 

（４）セクシュアル・ハラスメント 性的な言動

により相手方の心身に不快感、苦痛を与え

相手の生活環境を害すること、又はその相
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手に不利益を与えることをいう。 

（５）ドメスティック・バイオレンス 配偶者

（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。）又はかつて配偶者関係にあった者に

対する身体的、性的又は精神的、経済的苦

痛を与える暴力的行為並びにその行為から

生ずる子への暴力的行為をいう。 

（６）協働 市、市民及び事業者が、共通の目的

を達成するために、継続的で対等な協力関

係を形成し、それぞれが単独で行うよりも

よい効果をあげるように、能力、情報等を

提供し協力し合うことをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女が共に輝く都市づくりは、次に掲げ

る事項を基本理念として行わなければならない。 

（１）男女が、性別による差別的取扱いを受ける

ことなく、個人の個性及び能力を発揮する

機会が確保され、人権が尊重されること。 

（２）男女が、性別による固定的な役割分担を前

提とした社会の様々な制度や慣行によって

その活動が制限されることなく、自立した

個人として自らの意思において多様な生き

方を選択することができ、かつ、選択され

た生き方を互いに尊重し協力し合うこと。 

（３）社会のあらゆる分野に男女が共に参画でき

るよう、市、市民及び事業者が、自らの意

思と相互の協力により、協働して取り組み、

その活動の自由な選択を妨げることのない

よう配慮されること。 

（４）男女が、性別にかかわらず、家庭、職場、

地域、学校その他社会のあらゆる意思決定

の場に、対等な構成員として平等に参画す

る機会が確保されること。 

（５）家族を構成する者が、人々の家庭を愛する

心と相互の協力並びに社会の支援のもとに、

愛情豊かな子育て、家族の介護等の家庭生

活における活動について家族の一員として

の役割を果たし、かつ、その他の社会生活

における活動を円滑に行うことができるこ

と。 

（６）男女が、人格を尊重し合い、互いの性への

理解を深めることにより、妊娠、出産その

他の健康について、自らの意思が尊重され、

生涯にわたる心身の健康が維持されること。 

（実現すべき姿） 

第４条 市、市民及び事業者は、男女が共に輝く

都市づくりの推進にあたり、第３条に掲げる基

本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、

次の事項を男女が共に輝く都市の実現すべき姿

として、その達成に努めるものとする。 

（１）家庭においては、家族一人ひとりが互いの

個性を尊重しあい、多様な生き方を選択す

ることができ、家事、育児、介護を互いに

協力しあい、家族それぞれが従来の性別役

割分担意識にとらわれることなく生き方を

選択できること。 

（２）職場においては、個人の意欲、能力、個性

等が適切に評価され、募集、採用、配置、

賃金、昇進等に性別を理由とする格差がな

く、育児休業や介護休暇が男女等しく取得

することができ、共にゆとりをもって仕事

及び家庭生活並びに地域活動が両立できる

こと。 

（３）地域においては、固定的な性別役割分担意

識やそれに伴う慣習や社会通念にとらわれ

ず、差別なく諸活動に参画し、企画や意思

決定の場にかかわることができること。 

（４）学校をはじめとするあらゆる教育や保育の

場においては、人権が尊重され、性別にと

らわれることなく個性や能力が尊重される

教育、指導及び保育を行うこと。 

（５）その他あらゆる場においては、固定的な性

別役割分担意識にとらわれず、男女が協働

する社会が推進されること。 

（市の責務） 
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第５条 市は、基本理念に基づき、男女が共に輝

く都市づくりの推進に関する施策を総合的に策

定し、実施しなければならない。 

２ 市は、男女が共に輝く都市づくりの推進に関

する施策を実施するにあたり、国、他の地方公

共団体、市民及び事業者と連携するよう努めな

ければならない。 

３ 市は、自らが率先して男女が共に輝く都市づ

くりを推進するとともに、市内事業者のモデル

となるよう努めなければならない。 

（市民の責務） 

第６条 市民は、基本理念に基づき男女が協働す

る社会の実現についての理解を深め、家庭、職

場、地域、学校その他の社会のあらゆる分野に

おいて、男女が共に輝く都市づくりの推進に努

めなければならない。 

２ 市民は、市が実施する男女が共に輝く都市づ

くりの推進に関する施策に協力する よう努め

なければならない。 

（事業者の責務） 

第７条 事業者は、その事業活動を行うにあたっ

て、基本理念に基づき、男女が共に輝く都市づ

くりの推進を阻害する要因の解消に努めなけれ

ばならない。 

２ 事業者は、男女の平等な参画の機会の確保、

育児、介護等の家庭生活と職業生活が両立でき

るよう環境の整備に努めなければならない。 

３ 事業者は、市の実施する男女が共に輝く都市

づくりの推進に関する施策に協力し、男女が共

に輝く都市と社会の実現に努めなければならな

い。 

（性別による人権侵害の禁止） 

第８条 すべての人は、家庭、職場、地域、学校

その他の社会のあらゆる分野において、性別に

よる差別的取扱い又はセクシュアル・ハラスメ

ント、ドメスティック・バイオレンス等人権侵

害行為を行ってはならない。 

（公衆に表示する情報に関する留意） 

第９条 すべての人は、公衆に表示する情報にお

いて、性別による固定的な役割分担、又は異性

に対する暴力等を助長したり連想させる表現、

その他の不必要な性的な表現を行わないよう努

めなければならない。 

 

第２章 基本的施策等 

（男女が輝く都市づくり基本計画） 

第１０条 市は、男女が共に輝く都市の実現のた

め、男女が輝く都市づくり基本計画（以下「基

本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 市長は、基本計画を策定するにあたっては、

市民の意見を反映することができるよう適切な

措置を講ずるものとする。 

３ 市長は、基本計画を策定するにあたっては、

各務原市男女が輝く都市づくり審議会の意見を

聴かなければならない。 

４ 市長は、基本計画を策定したときは、これを

公表するものとする。 

５ 市は、社会の情勢の変化等に対応するため、

必要に応じて基本計画の見直しを図るものとす

る。 

６ 第２項から第４項までの規定は、基本計画の

見直しについても準用する。 

（積極的改善措置） 

第１１条 市は、市のすべての委員会、審議会等

における委員等を委嘱し、又は任命する場合は、

積極的改善措置を講じて、男女の均衡を図るよ

う努めるものとする。 

２ 市は、あらゆる分野の意思決定過程において、

男女の参画する機会に格差が生じないよう、積

極的改善措置を講ずるものとする。 

（情報の収集及び分析） 

第１２条 市は、男女が共に輝く都市づくりの推

進に関する施策を策定し、効果的に実施するた

め、必要な情報の収集及び分析を行うものとす

る。 

（広報活動等） 
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第１３条 市は、男女が共に輝く都市づくりの推

進を図るため、広報活動を行うとともに、市民

及び事業者に対する普及、啓発及び必要な情報

の提供に努めるものとする。 

（学習等のための支援） 

第１４条 市は、男女が協働する社会についての

関心と理解を深めるため、市民の学習を支援す

るとともに、家庭教育、学校教育、社会教育そ

の他の教育において必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

（地域での男女が共に輝く都市づくりの推進） 

第１５条 市は、地域における男女が共に輝く都

市づくりの推進と意識の高揚を図ることを目的

に、必要に応じて地域の団体、市民等と意見を

交換するための会議を開催するものとする。 

（推進体制の整備） 

第１６条 市は、男女が共に輝く都市づくりの推

進に関する施策について、総合的かつ計画的に

推進するため、庁内組織の充実、強化に努める

ものとする。 

（活動拠点） 

第１７条 市は、市民及び事業者の男女が共に輝

く都市づくりの推進に関する取組みを支援する

活動拠点の整備に努めるものとする。 

（苦情等に対する対応）   

第１８条 市は、次の事項に関する市民などから

の苦情、意見及び相談（以下「苦情等」とい

う。）に対し、適切な対応をするものとする。 

（１) 男女が共に輝く都市づくりを進めるための

施策に関すること。 

（２）性別を理由とする権利侵害に関すること。 

２ 市長は、市民などからの苦情等に対し適切な

対応をするために必要があるときは、各務原市

男女が輝く都市づくり審議会の意見を聴くもの

とする。 

（公表） 

第１９条 市長は、男女が共に輝く都市づくりの

推進に関する施策の実施状況及び進捗状況を明

らかにする年次報告書を作成し、これを公表す

るものとする。 

 

第３章 男女が輝く都市づくり審議会 

（設置） 

第２０条 男女が共に輝く都市づくりの推進その

他男女が共に輝くための施策を総合 的かつ効

果的に推進するため、各務原市男女が輝く都市

づくり審議会（以下「審議会」という。）を置

く。 

（所掌事務） 

第２１条 審議会は、次に掲げる事項について、

市長の諮問に応じて調査又は審議する。 

（１）基本計画の策定及び見直しに関すること。 

（２）市が実施する男女が共に輝く都市づくりの

推進に関する施策及び推進状況に関するこ

と。 

（３）市民などからの苦情等の対応に関すること。 

（４）その他男女が共に輝く都市づくりの推進に

関する施策の重要事項に関すること。 

２ 審議会は、前項に定めるもののほか、男女が

共に輝く都市づくりに関する事項について、市

長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第２２条 審議会は、委員１５名以内で組織する。 

２ 委員のうち、男女のいずれか一方の委員の数

と他の委員の数の差は、１名以内とする。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱

する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）市内に事務所を有する各種団体の代表者 

（３）市民又は市内に在勤若しくは在学する者 

であって、市長が行う公募に応じたもの 

（任期） 

第２３条 委員の任期は２年とする。ただし、補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任することができる。 

（審議会の運営等） 
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第２４条 前３条に定めるもののほか、審議会に

ついて必要な事項は、別に定める。 

 

第４章 雑則 

（委任） 

第２５条 この条例に定めるもののほか、この条

例の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年４月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

 

２ 第１０条第１項に規定する男女が輝く都市づ

くり基本計画が策定されるまでの間は、平成１

５年３月に策定した「かかみがはら男女共同参

画プラン」を同項の規定により策定された基本

計画とみなす。 

（各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁

償に関する条例の一部改正） 

３ 各務原市非常勤の特別職職員の報酬及び費用

弁償に関する条例（昭和３８年条例第２６号）

の一部を次のように改正する。 

別表中「男女共同参画社会推進委員会」を

「男女が輝く都市づくり審議会」に改める。 
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各務原市男女が輝く都市づくり審議会規則 
平成 17 年 3 月 31 日 

一部改正 令和 5 年 10 月 13 日 

条例第 3 号 

（趣旨） 

第 1 条 この規則は、各務原市男女が輝く都市づくり条例（平成 17 年条例第 4 号）第 24 条の規

定に基づき、各務原市男女が輝く都市づくり審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（会長及び副会長） 

第 2 条 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選により選出する。 

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第 3 条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

3 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

4 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて説明を求め、又はその

意見を聴くことができる。 

5 会長は、緊急を要するとき、又は災害、感染症のまん延防止等やむを得ない理由があるときは、

委員に書面を送付し、又は電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。）を送信し、その意見を徴し、又は賛否を問い、その結果をもって審議会の議決に代

えることができる。この場合においては、前２項の規定を準用する。 

（部会） 

第 4 条 審議会は、専門的事項に関して審議するため部会を置くことができる。 

2 部会に属すべき委員は、委員のうちからその都度会長が指名する。 

（庶務） 

第 5 条 審議会の庶務は、市長が別に定める機関において処理する。 

（その他） 

第 6 条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この規則は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

（各務原市男女共同参画社会推進委員会設置規則の廃止） 

2 各務原市男女共同参画社会推進委員会設置規則（昭和 62 年規則第 10 号）は、廃止する。 
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男女が共に輝く都市 かかみがはら宣言 
（平成 17 年 9 月 26 日宣言） 

 

市は、各務原市は、男女が共に輝く都市となるため、市民の皆さんと行政が一体となり、男女が互

いの人権を尊重し、ともに社会のあらゆる分野で個性と能力が発揮できる男女共同参画の気運を醸成

するため「男女が共に輝く都市 かかみがはら」を宣言しました。 

 

 

「男女が共に輝く都市 かかみがはら」宣言 

 

木曽川の豊かな恵みと 美濃山地の美しい山並みに 

はぐくまれてきた都市 かかみがはら 

 

ここに生きるわたしたちは 

男女それぞれが自立して 社会のあらゆる分野にはばたきます 

喜びも責任も分かちあいます 

互いを尊び 共に支えあいます 

 

わたしたちは 豊かで活力と優しさにあふれたまちをめざして 

ここに「男女が共に輝く都市 かかみがはら」を宣言します 

 

 

平成 17 年 9 月 26 日 

各務原市 
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男女共同参画関係法令など 

男女共同参画社会基本法（抄） 
（平成１１年 6 月２３日法律第７８号） 

（最終改正 平成１１年１２月２２日法律第１６０号） 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重

と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に

向けた様々な取組が、国際社会における取組と

も連動しつつ、着実に進められてきたが、なお

一層の努力が必要とされている。  

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成

熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対

応していく上で、男女が、互いにその人権を尊

重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりな

く、その個性と能力を十分に発揮することがで

きる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題と

なっている。  

このような状況にかんがみ、男女共同参画社

会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する

最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野に

おいて、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の推進を図っていくことが重要である。  

ここに、男女共同参画社会の形成についての

基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来

に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共

同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計

画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 

（目的）  

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、か

つ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活

力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、

男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定

め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を

明らかにするとともに、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、男女共同参画社会の形成を総合

的かつ計画的に推進することを目的とする。  

（定義）  

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成男女が、社会の対等

な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保

され、もって男女が均等に政治的、経済的、社

会的及び文化的利益を享受することができ、か

つ、共に責任を担うべき社会を形成することを

いう。  

二 積極的改善措置前号に規定する機会に係る男

女間の格差を改善するため必要な範囲内におい

て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積

極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人

としての尊厳が重んぜられること、男女が性別

による差別的取扱いを受けないこと、男女が個

人として能力を発揮する機会が確保されること

その他の男女の人権が尊重されることを旨とし

て、行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、

社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会におけ

る活動の選択に対して中立でない影響を及ぼす

ことにより、男女共同参画社会の形成を阻害す

る要因となるおそれがあることにかんがみ、社

会における制度又は慣行が男女の社会における

活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中
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立なものとするように配慮されなければならな

い。  

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社

会の対等な構成員として、国若しくは地方公共

団体における政策又は民間の団体における方針

の立案及び決定に共同して参画する機会が確保

されることを旨として、行われなければならな

い。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成

する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活におけ

る活動について家族の一員としての役割を円滑

に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うこ

とができるようにすることを旨として、行われ

なければならない。  

（国際的協調）  

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社

会における取組と密接な関係を有していること

にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際

的協調の下に行われなければならない。  

（国の責務）  

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女

共同参画社会の形成についての基本理念（以下

「基本理念」という。）にのっとり、男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改

善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施

策に準じた施策及びその他のその地方公共団体

の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施

する責務を有する。  

（国民の責務）  

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他

の社会のあらゆる分野において、基本理念にの

っとり、男女共同参画社会の形成に寄与するよ

うに努めなければならない。  

（法制上の措置等）  

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策を実施するため必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を講じなければな

らない。  

（年次報告等）  

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画

社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての報

告を提出しなければならない。  

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参

画社会の形成の状況を考慮して講じようとする

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を

明らかにした文書を作成し、これを国会に提出

しなければならない。 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的施策 

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」

という。）を定めなければならない。  

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項  

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を

聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。  

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決

定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基
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本計画を公表しなければならない。  

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変

更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を

勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策について

の基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画

計画」という。）を定めなければならない。  

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事

項について定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に

講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するために必要

な事項  

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府

県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策についての基本的な計画（以下「市

町村男女共同参画計画」という。）を定めるよ

うに努めなければならない。  

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参

画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を

策定し、及び実施するに当たっては、男女共同

参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を

通じて、基本理念に関する国民の理解を深める

よう適切な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等）  

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策に

ついての苦情の処理のために必要な措置及び性

別による差別的取扱いその他の男女共同参画社

会の形成を阻害する要因によって人権が侵害さ

れた場合における被害者の救済を図るために必

要な措置を講じなければならない。  

（調査研究）  

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男

女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調

査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の策定に必要な調査研究を推進す

るように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置）  

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際

的協調の下に促進するため、外国政府又は国際

機関との情報の交換その他男女共同参画社会の

形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を

図るために必要な措置を講ずるように努めるも

のとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間

の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関し

て行う活動を支援するため、情報の提供その他

の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 

第三章 男女共同参画会議 

（設置）  

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下

「会議」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさど

る。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三

項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は
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関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政

策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、

必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び

関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府

の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響

を調査し、必要があると認めるときは、内閣総

理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べるこ

と。  

（組織）  

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内

をもって組織する。  

（議長）  

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充て

る。  

2 議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充て

る。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内

閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を

有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する

者  

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議

員の総数の十分の五未満であってはならない。  

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか

一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数

の十分の四未満であってはならない。  

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、

二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前

任者の残任期間とする。  

2 前条第一項第二号の議員は、再任されること

ができる。  

（資料提出の要求等）  

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するた

めに必要があると認めるときは、関係行政機関

の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他

の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な

協力を求めることができる。  

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に

必要があると認めるときは、前項に規定する者

以外の者に対しても、必要な協力を依頼するこ

とができる。  

（政令への委任）  

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の

組織及び議員その他の職員その他会議に関し必

要な事項は、政令で定める。 

（以下省略） 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 
（平成１３年４月１３日法律第３１号） 

（最終改正：令和５年５月１２日法律第３０号） 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重

と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女

平等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる

行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわ

らず、被害者の救済が必ずしも十分に行われて

こなかった。また、配偶者からの暴力の被害者

は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難

である女性に対して配偶者が暴力を加えること

は、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げ

となっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女

平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力

を防止し、被害者を保護するための施策を講ず

ることが必要である。このことは、女性に対す

る暴力を根絶しようと努めている国際社会にお

ける取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、

保護、自立支援等の体制を整備することにより、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図

るため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 

第一条この法律において「配偶者からの暴力」

とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に

対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害

を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに

準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下こ

の項及び第二十八条の二において「身体に対す

る暴力等」と総称する。）をいい、配偶者から

の身体に対する暴力等を受けた後に、その者が

離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合に

あっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２この法律において「被害者」とは、配偶者

からの暴力を受けた者をいう。 

３この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届

出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出を

していないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

った者が、事実上離婚したと同様の事情に入る

ことを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条国及び地方公共団体は、配偶者からの

暴力を防止するとともに、被害者の保護（被害

者の自立を支援することを含む。以下同じ。）

を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画

等 

（基本方針） 

第二条の二内閣総理大臣、国家公安委員会、

法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次

条第五項において「主務大臣」という。）は、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策に関する基本的な方針（以下この条並

びに次条第一項及び第三項において「基本方針」

という。）を定めなければならない。 

２基本方針においては、次に掲げる事項につ

き、次条第一項の都道府県基本計画及び同条第

三項の市町村基本計画の指針となるべきものを

定めるものとする。 

一配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する基本的な事項 

二配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の内容に関する事項 

三配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策を実施するために必要な国、地方

公共団体及び民間の団体の連携及び協力に関す
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る事項 

四前三号に掲げるもののほか、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関

する重要事項 

３主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更しようとするときは、あらかじめ、関係行

政機関の長に協議しなければならない。 

４主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三都道府県は、基本方針に即して、

当該都道府県における配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護のための施策の実施に関する

基本的な計画（以下この条において「都道府県

基本計画」という。）を定めなければならない。 

２都道府県基本計画においては、次に掲げる

事項を定めるものとする。 

一配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する基本的な方針 

二配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策の実施内容に関する事項 

三配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

のための施策を実施するために必要な当該都道

府県、関係地方公共団体及び民間の団体の連携

及び協力に関する事項 

四前三号に掲げるもののほか、配偶者からの

暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実

施に関する重要事項 

３市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、

基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘

案して、当該市町村における配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する基本的な計画（以下この条において「市

町村基本計画」という。）を定めるよう努めな

ければならない。 

４都道府県又は市町村は、都道府県基本計画

又は市町村基本計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、

都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成の

ために必要な助言その他の援助を行うよう努め

なければならない。 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条都道府県は、当該都道府県が設置する

女性相談支援センターその他の適切な施設にお

いて、当該各施設が配偶者暴力相談支援センタ

ーとしての機能を果たすようにするものとする。 

２市町村は、当該市町村が設置する適切な施

設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援

センターとしての機能を果たすようにするよう

努めるものとする。 

３配偶者暴力相談支援センターは、配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に

掲げる業務を行うものとする。 

一被害者に関する各般の問題について、相談

に応ずること又は女性相談支援員若しくは相談

を行う機関を紹介すること。 

二被害者の心身の健康を回復させるため、医

学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を

行うこと。 

三被害者（被害者がその家族を同伴する場合

にあっては、被害者及びその同伴する家族。次

号、第六号、第五条、第八条の三及び第九条に

おいて同じ。）の緊急時における安全の確保及

び一時保護を行うこと。 

四被害者が自立して生活することを促進する

ため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関す

る制度の利用等について、情報の提供、助言、

関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五第四章に定める保護命令の制度の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関への連絡そ

の他の援助を行うこと。 

六被害者を居住させ保護する施設の利用につ

いて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調



64 

 

整その他の援助を行うこと。 

４前項第三号の一時保護は、女性相談支援セ

ンターが、自ら行い、又は厚生労働大臣が定め

る基準を満たす者に委託して行うものとする。 

５前項の規定による委託を受けた者若しくは

その役員若しくは職員又はこれらの者であった

者は、正当な理由がなく、その委託を受けた業

務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６配偶者暴力相談支援センターは、その業務

を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護を図るための活

動を行う民間の団体との連携に努めるものとす

る。 

（女性相談支援員による相談等） 

第四条女性相談支援員は、被害者の相談に応

じ、必要な援助を行うことができる。 

（女性自立支援施設における保護） 

第五条都道府県は、女性自立支援施設におい

て被害者の保護を行うことができる。 

（協議会） 

第五条の二都道府県は、単独で又は共同して、

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図

るため、関係機関、関係団体、配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関連する職務に従

事する者その他の関係者（第五項において「関

係機関等」という。）により構成される協議会

（以下「協議会」という。）を組織するよう努

めなければならない。 

２市町村は、単独で又は共同して、協議会を

組織することができる。 

３協議会は、被害者に関する情報その他被害

者の保護を図るために必要な情報の交換を行う

とともに、被害者に対する支援の内容に関する

協議を行うものとする。 

４協議会が組織されたときは、当該地方公共

団体は、内閣府令で定めるところにより、その

旨を公表しなければならない。 

５協議会は、第三項に規定する情報の交換及

び協議を行うため必要があると認めるときは、

関係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見

の開陳その他必要な協力を求めることができる。 

（秘密保持義務） 

第五条の三協議会の事務に従事する者又は従

事していた者は、正当な理由がなく、協議会の

事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

（協議会の定める事項） 

第五条の四前二条に定めるもののほか、協議

会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会

が定める。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者

であった者からの身体に対する暴力に限る。以

下この章において同じ。）を受けている者を発

見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援セン

ター又は警察官に通報するよう努めなければな

らない。 

２医師その他の医療関係者は、その業務を行

うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し

又は疾病にかかったと認められる者を発見した

ときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター

又は警察官に通報することができる。この場合

において、その者の意思を尊重するよう努める

ものとする。 

３刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密

漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の

規定は、前二項の規定により通報することを妨

げるものと解釈してはならない。 

４医師その他の医療関係者は、その業務を行

うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し

又は疾病にかかったと認められる者を発見した

ときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援セ

ンター等の利用について、その有する情報を提

供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護に
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ついての説明等） 

第七条配偶者暴力相談支援センターは、被害

者に関する通報又は相談を受けた場合には、必

要に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定

により配偶者暴力相談支援センターが行う業務

の内容について説明及び助言を行うとともに、

必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条警察官は、通報等により配偶者からの

暴力が行われていると認めるときは、警察法

（昭和二十九年法律第百六十二号）、警察官職

務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）そ

の他の法令の定めるところにより、暴力の制止、

被害者の保護その他の配偶者からの暴力による

被害の発生を防止するために必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二警視総監若しくは道府県警察本部

長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く

方面については、方面本部長。第十五条第三項

において同じ。）又は警察署長は、配偶者から

の暴力を受けている者から、配偶者からの暴力

による被害を自ら防止するための援助を受けた

い旨の申出があり、その申出を相当と認めると

きは、当該配偶者からの暴力を受けている者に

対し、国家公安委員会規則で定めるところによ

り、当該被害を自ら防止するための措置の教示

その他配偶者からの暴力による被害の発生を防

止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三社会福祉法（昭和二十六年法律第

四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条

において「福祉事務所」という。）は、生活保

護法（昭和二十五年法律第百四十四号）、児童

福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母

子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法

律第百二十九号）その他の法令の定めるところ

により、被害者の自立を支援するために必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条配偶者暴力相談支援センター、都道府

県警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道

府県又は市町村の関係機関その他の関係機関は、

被害者の保護を行うに当たっては、その適切な

保護が行われるよう、相互に連携を図りながら

協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二前条の関係機関は、被害者の保護

に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦

情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれ

を処理するよう努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（接近禁止命令等） 

第十条被害者（配偶者からの身体に対する暴

力又は生命、身体、自由、名誉若しくは財産に

対し害を加える旨を告知してする脅迫（以下こ

の章において「身体に対する暴力等」という。）

を受けた者に限る。以下この条並びに第十二条

第一項第三号及び第四号において同じ。）が、

配偶者（配偶者からの身体に対する暴力等を受

けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者。以下この条及び第十二条第一項第二号

から第四号までにおいて同じ。）からの更なる

身体に対する暴力等により、その生命又は心身

に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、

裁判所は、被害者の申立てにより、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日から起算して一

年間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この項におい

て同じ。）その他の場所において被害者の身辺

につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その

他その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないことを命ずるものとする。 

２前項の場合において、同項の規定による命

令（以下「接近禁止命令」という。）を発する
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裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てに

より、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた

日以後、接近禁止命令の効力が生じた日から起

算して一年を経過する日までの間、被害者に対

して次に掲げる行為をしてはならないことを命

ずるものとする。 

一面会を要求すること。 

二その行動を監視していると思わせるような

事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを

得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、文

書を送付し、通信文その他の情報（電気通信

（電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六

号）第二条第一号に規定する電気通信をいう。

以下この号及び第六項第一号において同じ。）

の送信元、送信先、通信日時その他の電気通信

を行うために必要な情報を含む。以下この条に

おいて「通信文等」という。）をファクシミリ

装置を用いて送信し、若しくは電子メールの送

信等をすること。 

五緊急やむを得ない場合を除き、午後十時か

ら午前六時までの間に、電話をかけ、通信文等

をファクシミリ装置を用いて送信し、又は電子

メールの送信等をすること。 

六汚物、動物の死体その他の著しく不快又は

嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はそ

の知り得る状態に置くこと。 

七その名誉を害する事項を告げ、又はその知

り得る状態に置くこと。 

八その性的羞恥心を害する事項を告げ、若し

くはその知り得る状態に置き、その性的羞恥心

を害する文書、図画、電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られる記録であって、

電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。以下この号において同じ。）に係る記

録媒体その他の物を送付し、若しくはその知り

得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する

電磁的記録その他の記録を送信し、若しくはそ

の知り得る状態に置くこと。 

九その承諾を得ないで、その所持する位置情

報記録・送信装置（当該装置の位置に係る位置

情報（地理空間情報活用推進基本法（平成十九

年法律第六十三号）第二条第一項第一号に規定

する位置情報をいう。以下この号において同

じ。）を記録し、又は送信する機能を有する装

置で政令で定めるものをいう。以下この号及び

次号において同じ。）（同号に規定する行為がさ

れた位置情報記録・送信装置を含む。）により

記録され、又は送信される当該位置情報記録・

送信装置の位置に係る位置情報を政令で定める

方法により取得すること。 

十その承諾を得ないで、その所持する物に位

置情報記録・送信装置を取り付けること、位置

情報記録・送信装置を取り付けた物を交付する

ことその他その移動に伴い位置情報記録・送信

装置を移動し得る状態にする行為として政令で

定める行為をすること。 

３第一項の場合において、被害者がその成年

に達しない子（以下この項及び次項並びに第十

二条第一項第三号において単に「子」という。）

と同居しているときであって、配偶者が幼年の

子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っている

ことその他の事情があることから被害者がその

同居している子に関して配偶者と面会すること

を余儀なくされることを防止するため必要があ

ると認めるときは、接近禁止命令を発する裁判

所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、

当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、

接近禁止命令の効力が生じた日から起算して一

年を経過する日までの間、当該子の住居（当該

配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この項において同じ。）、就学する学校その

他の場所において当該子の身辺につきまとい、

又は当該子の住居、就学する学校その他その通
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常所在する場所の付近をはいかいしてはならな

いこと及び当該子に対して前項第二号から第十

号までに掲げる行為（同項第五号に掲げる行為

にあっては、電話をかけること及び通信文等を

ファクシミリ装置を用いて送信することに限

る。）をしてはならないことを命ずるものとす

る。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、

その同意がある場合に限る。 

４第一項の場合において、配偶者が被害者の

親族その他被害者と社会生活において密接な関

係を有する者（被害者と同居している子及び配

偶者と同居している者を除く。以下この項及び

次項並びに第十二条第一項第四号において「親

族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗

野又は乱暴な言動を行っていることその他の事

情があることから被害者がその親族等に関して

配偶者と面会することを余儀なくされることを

防止するため必要があると認めるときは、接近

禁止命令を発する裁判所又は発した裁判所は、

被害者の申立てにより、当該配偶者に対し、命

令の効力が生じた日以後、接近禁止命令の効力

が生じた日から起算して一年を経過する日まで

の間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生

活の本拠としている住居を除く。以下この項に

おいて同じ。）その他の場所において当該親族

等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、

勤務先その他その通常所在する場所の付近をは

いかいしてはならないことを命ずるものとする。 

５前項の申立ては、当該親族等（被害者の十

五歳未満の子を除く。以下この項において同

じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の者又

は成年被後見人である場合にあっては、その法

定代理人の同意）がある場合に限り、すること

ができる。 

６第二項第四号及び第五号の「電子メールの

送信等」とは、次の各号のいずれかに掲げる行

為（電話をかけること及び通信文等をファクシ

ミリ装置を用いて送信することを除く。）をい

う。 

一電子メール（特定電子メールの送信の適正

化等に関する法律（平成十四年法律第二十六号）

第二条第一号に規定する電子メールをいう。）

その他のその受信をする者を特定して情報を伝

達するために用いられる電気通信の送信を行う

こと。 

二前号に掲げるもののほか、電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって、内閣府令で定めるものを

用いて通信文等の送信を行うこと。 

（退去等命令） 

第十条の二被害者（配偶者からの身体に対す

る暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命

又は身体に対し害を加える旨を告知してする脅

迫をいう。以下この章において同じ。）を受け

た者に限る。以下この条及び第十八条第一項に

おいて同じ。）が、配偶者（配偶者からの身体

に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた

後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り

消された場合にあっては、当該配偶者であった

者。以下この条、第十二条第二項第二号及び第

十八条第一項において同じ。）から更に身体に

対する暴力を受けることにより、その生命又は

身体に重大な危害を受けるおそれが大きいとき

は、裁判所は、被害者の申立てにより、当該配

偶者に対し、命令の効力が生じた日から起算し

て二月間（被害者及び当該配偶者が生活の本拠

として使用する建物又は区分建物（不動産登記

法（平成十六年法律第百二十三号）第二条第二

十二号に規定する区分建物をいう。）の所有者

又は賃借人が被害者のみである場合において、

被害者の申立てがあったときは、六月間）、被

害者と共に生活の本拠としている住居から退去

すること及び当該住居の付近をはいかいしては

ならないことを命ずるものとする。ただし、申

立ての時において被害者及び当該配偶者が生活

の本拠を共にする場合に限る。 
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（管轄裁判所） 

第十一条接近禁止命令及び前条の規定による

命令（以下「退去等命令」という。）の申立て

に係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所

がないとき又は住所が知れないときは居所）の

所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２接近禁止命令の申立ては、次の各号に掲げ

る地を管轄する地方裁判所にもすることができ

る。 

一申立人の住所又は居所の所在地 

二当該申立てに係る配偶者からの身体に対す

る暴力等が行われた地 

３退去等命令の申立ては、次の各号に掲げる

地を管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一申立人の住所又は居所の所在地 

二当該申立てに係る配偶者からの身体に対す

る暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（接近禁止命令等の申立て等） 

第十二条接近禁止命令及び第十条第二項から

第四項までの規定による命令の申立ては、次に

掲げる事項を記載した書面でしなければならな

い。 

一配偶者からの身体に対する暴力等を受けた

状況（当該身体に対する暴力等を受けた後に、

被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消され

た場合であって、当該配偶者であった者からの

身体に対する暴力等を受けたときにあっては、

当該配偶者であった者からの身体に対する暴力

等を受けた状況を含む。） 

二前号に掲げるもののほか、配偶者からの更

なる身体に対する暴力等により、生命又は心身

に重大な危害を受けるおそれが大きいと認める

に足りる申立ての時における事情 

三第十条第三項の規定による命令（以下この

号並びに第十七条第三項及び第四項において

「三項命令」という。）の申立てをする場合に

あっては、被害者が当該同居している子に関し

て配偶者と面会することを余儀なくされること

を防止するため当該三項命令を発する必要があ

ると認めるに足りる申立ての時における事情 

四第十条第四項の規定による命令の申立てを

する場合にあっては、被害者が当該親族等に関

して配偶者と面会することを余儀なくされるこ

とを防止するため当該命令を発する必要がある

と認めるに足りる申立ての時における事情 

五配偶者暴力相談支援センターの職員又は警

察職員に対し、前各号に掲げる事項について相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有

無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ当該配偶者暴力相談支援センター又は当該

警察職員の所属官署の名称 

ロ相談し、又は援助若しくは保護を求めた日

時及び場所 

ハ相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ相談又は申立人の求めに対して執られた措

置の内容 

２退去等命令の申立ては、次に掲げる事項を

記載した書面でしなければならない。 

一配偶者からの身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫を受けた状況（当該身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被

害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された

場合であって、当該配偶者であった者からの身

体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受け

たときにあっては、当該配偶者であった者から

の身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を

受けた状況を含む。） 

二前号に掲げるもののほか、配偶者から更に

身体に対する暴力を受けることにより、生命又

は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと

認めるに足りる申立ての時における事情 

三配偶者暴力相談支援センターの職員又は警

察職員に対し、前二号に掲げる事項について相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有

無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ当該配偶者暴力相談支援センター又は当該
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警察職員の所属官署の名称 

ロ相談し、又は援助若しくは保護を求めた日

時及び場所 

ハ相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ相談又は申立人の求めに対して執られた措

置の内容 

３前二項の書面（以下「申立書」という。）

に第一項第五号イからニまで又は前項第三号イ

からニまでに掲げる事項の記載がない場合には、

申立書には、第一項第一号から第四号まで又は

前項第一号及び第二号に掲げる事項についての

申立人の供述を記載した書面で公証人法（明治

四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一

項の認証を受けたものを添付しなければならな

い。 

（迅速な裁判） 

第十三条裁判所は、接近禁止命令、第十条第

二項から第四項までの規定による命令及び退去

等命令（以下「保護命令」という。）の申立て

に係る事件については、速やかに裁判をするも

のとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条保護命令は、口頭弁論又は相手方が

立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、

これを発することができない。ただし、その期

日を経ることにより保護命令の申立ての目的を

達することができない事情があるときは、この

限りでない。 

２申立書に第十二条第一項第五号イからニま

で又は同条第二項第三号イからニまでに掲げる

事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配

偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の

長に対し、申立人が相談し、又は援助若しくは

保護を求めた際の状況及びこれに対して執られ

た措置の内容を記載した書面の提出を求めるも

のとする。この場合において、当該配偶者暴力

相談支援センター又は当該所属官署の長は、こ

れに速やかに応ずるものとする。 

３裁判所は、必要があると認める場合には、

前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所

属官署の長又は申立人から相談を受け、若しく

は援助若しくは保護を求められた職員に対し、

同項の規定により書面の提出を求めた事項に関

して更に説明を求めることができる。 

（期日の呼出し） 

第十四条の二保護命令に関する手続における

期日の呼出しは、呼出状の送達、当該事件につ

いて出頭した者に対する期日の告知その他相当

と認める方法によってする。 

２呼出状の送達及び当該事件について出頭し

た者に対する期日の告知以外の方法による期日

の呼出しをしたときは、期日に出頭しない者に

対し、法律上の制裁その他期日の不遵守による

不利益を帰することができない。ただし、その

者が期日の呼出しを受けた旨を記載した書面を

提出したときは、この限りでない。 

（公示送達の方法） 

第十四条の三保護命令に関する手続における

公示送達は、裁判所書記官が送達すべき書類を

保管し、いつでも送達を受けるべき者に交付す

べき旨を裁判所の掲示場に掲示してする。 

（電子情報処理組織による申立て等） 

第十四条の四保護命令に関する手続における

申立てその他の申述（以下この条において「申

立て等」という。）のうち、当該申立て等に関

するこの法律その他の法令の規定により書面等

（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識

することができる情報が記載された紙その他の

有体物をいう。次項及び第四項において同じ。）

をもってするものとされているものであって、

最高裁判所の定める裁判所に対してするもの

（当該裁判所の裁判長、受命裁判官、受託裁判

官又は裁判所書記官に対してするものを含む。）

については、当該法令の規定にかかわらず、最

高裁判所規則で定めるところにより、電子情報
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処理組織（裁判所の使用に係る電子計算機（入

出力装置を含む。以下この項及び第三項におい

て同じ。）と申立て等をする者の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報

処理組織をいう。）を用いてすることができる。 

２前項の規定によりされた申立て等について

は、当該申立て等を書面等をもってするものと

して規定した申立て等に関する法令の規定に規

定する書面等をもってされたものとみなして、

当該申立て等に関する法令の規定を適用する。 

３第一項の規定によりされた申立て等は、同

項の裁判所の使用に係る電子計算機に備えられ

たファイルへの記録がされた時に、当該裁判所

に到達したものとみなす。 

４第一項の場合において、当該申立て等に関

する他の法令の規定により署名等（署名、記名、

押印その他氏名又は名称を書面等に記載するこ

とをいう。以下この項において同じ。）をする

こととされているものについては、当該申立て

等をする者は、当該法令の規定にかかわらず、

当該署名等に代えて、最高裁判所規則で定める

ところにより、氏名又は名称を明らかにする措

置を講じなければならない。 

５第一項の規定によりされた申立て等が第三

項に規定するファイルに記録されたときは、第

一項の裁判所は、当該ファイルに記録された情

報の内容を書面に出力しなければならない。 

６第一項の規定によりされた申立て等に係る

この法律その他の法令の規定による事件の記録

の閲覧若しくは謄写又はその正本、謄本若しく

は抄本の交付は、前項の書面をもってするもの

とする。当該申立て等に係る書類の送達又は送

付も、同様とする。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条保護命令の申立てについての決定に

は、理由を付さなければならない。ただし、口

頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の

要旨を示せば足りる。 

２保護命令は、相手方に対する決定書の送達

又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の

期日における言渡しによって、その効力を生ず

る。 

３保護命令を発したときは、裁判所書記官は、

速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又

は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部

長に通知するものとする。 

４保護命令を発した場合において、申立人が

配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談

し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、

かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項

第五号イからニまで又は同条第二項第三号イか

らニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁

判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨

及びその内容を、当該申立書に名称が記載され

た配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に

名称が記載された配偶者暴力相談支援センター

が二以上ある場合にあっては、申立人がその職

員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求め

た日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）

の長に通知するものとする。 

５保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条保護命令の申立てについての裁判に

対しては、即時抗告をすることができる。 

２前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響

を及ぼさない。 

３即時抗告があった場合において、保護命令

の取消しの原因となることが明らかな事情があ

ることにつき疎明があったときに限り、抗告裁

判所は、申立てにより、即時抗告についての裁

判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の

停止を命ずることができる。事件の記録が原裁

判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命

ずることができる。 

４前項の規定により接近禁止命令の効力の停

止を命ずる場合において、第十条第二項から第
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四項までの規定による命令が発せられていると

きは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命

じなければならない。 

５前二項の規定による裁判に対しては、不服

を申し立てることができない。 

６抗告裁判所が接近禁止命令を取り消す場合

において、第十条第二項から第四項までの規定

による命令が発せられているときは、抗告裁判

所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７前条第四項の規定による通知がされている

保護命令について、第三項若しくは第四項の規

定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告

裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記

官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通

知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通

知するものとする。 

８前条第三項の規定は、第三項及び第四項の

場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した

場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条保護命令を発した裁判所は、当該保

護命令の申立てをした者の申立てがあった場合

には、当該保護命令を取り消さなければならな

い。接近禁止命令又は第十条第二項から第四項

までの規定による命令にあっては接近禁止命令

が効力を生じた日から起算して三月を経過した

日以後において、退去等命令にあっては当該退

去等命令が効力を生じた日から起算して二週間

を経過した日以後において、これらの命令を受

けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令

の申立てをした者に異議がないことを確認した

ときも、同様とする。 

２前条第六項の規定は、接近禁止命令を発し

た裁判所が前項の規定により当該接近禁止命令

を取り消す場合について準用する。 

３三項命令を受けた者は、接近禁止命令が効

力を生じた日から起算して六月を経過した日又

は当該三項命令が効力を生じた日から起算して

三月を経過した日のいずれか遅い日以後におい

て、当該三項命令を発した裁判所に対し、第十

条第三項に規定する要件を欠くに至ったことを

理由として、当該三項命令の取消しの申立てを

することができる。 

４裁判所は、前項の取消しの裁判をするとき

は、当該取消しに係る三項命令の申立てをした

者の意見を聴かなければならない。 

５第三項の取消しの申立てについての裁判に

対しては、即時抗告をすることができる。 

６第三項の取消しの裁判は、確定しなければ

その効力を生じない。 

７第十五条第三項及び前条第七項の規定は、

第一項から第三項までの場合について準用する。 

（退去等命令の再度の申立て） 

第十八条退去等命令が発せられた後に当該発

せられた退去等命令の申立ての理由となった身

体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一

の事実を理由とする退去等命令の再度の申立て

があったときは、裁判所は、配偶者と共に生活

の本拠としている住居から転居しようとする被

害者がその責めに帰することのできない事由に

より当該発せられた命令の期間までに当該住居

からの転居を完了することができないことその

他の退去等命令を再度発する必要があると認め

るべき事情があるときに限り、退去等命令を発

するものとする。ただし、当該退去等命令を発

することにより当該配偶者の生活に特に著しい

支障を生ずると認めるときは、当該退去等命令

を発しないことができる。 

２前項の申立てをする場合における第十二条

の規定の適用については、同条第二項各号列記

以外の部分中「事項」とあるのは「事項及び第

十八条第一項本文の事情」と、同項第三号中

「事項に」とあるのは「事項及び第十八条第一

項本文の事情に」と、同条第三項中「事項に」

とあるのは「事項並びに第十八条第一項本文の

事情に」とする。 
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（事件の記録の閲覧等） 

第十九条保護命令に関する手続について、当

事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲

覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本

の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を

請求することができる。ただし、相手方にあっ

ては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しく

は相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、

又は相手方に対する保護命令の送達があるまで

の間は、この限りでない。 

第二十条削除 

（民事訴訟法の準用） 

第二十一条この法律に特別の定めがある場合

を除き、保護命令に関する手続に関しては、そ

の性質に反しない限り、民事訴訟法（平成八年

法律第百九号）第一編から第四編までの規定

（同法第七十一条第二項、第九十一条の二、第

九十二条第九項及び第十項、第九十二条の二第

二項、第九十四条、第百条第二項、第一編第五

章第四節第三款、第百十一条、第一編第七章、

第百三十三条の二第五項及び第六項、第百三十

三条の三第二項、第百五十一条第三項、第百六

十条第二項、第百八十五条第三項、第二百五条

第二項、第二百十五条第二項、第二百二十七条

第二項並びに第二百三十二条の二の規定を除

く。）を準用する。この場合において、次の表

の上欄に掲げる同法の規定中同表の中欄に掲げ 

る字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に

読み替えるものとする。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条この法律に定めるもののほか、保護

命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁

判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条配偶者からの暴力に係る被害者の保

護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項

において「職務関係者」という。）は、その職

務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その

置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、

障害の有無等を問わずその人権を尊重するとと

もに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な

配慮をしなければならない。 

２国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、

被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関

する理解を深めるために必要な研修及び啓発を

行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条国及び地方公共団体は、配偶者から

の暴力の防止に関する国民の理解を深めるため

の教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条国及び地方公共団体は、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護に資するため、

加害者の更生のための指導の方法、被害者の心

身の健康を回復させるための方法等に関する調

査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の

養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条国及び地方公共団体は、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護を図るための活

動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行う

よう努めるものとする。 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十七条都道府県は、次の各号に掲げる費用

を支弁しなければならない。 

一第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業

務を行う女性相談支援センターの運営に要する

費用（次号に掲げる費用を除く。） 

二第三条第三項第三号の規定に基づき女性相談

支援センターが行う一時保護（同条第四項に規

定する厚生労働大臣が定める基準を満たす者に

委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必

要な事務に要する費用 

三第四条の規定に基づき都道府県が置く女性相

談支援員が行う業務に要する費用 
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四第五条の規定に基づき都道府県が行う保護

（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者

に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い

必要な事務に要する費用 

２市町村は、第四条の規定に基づき市町村が置

く女性相談支援員が行う業務に要する費用を支

弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条国は、政令の定めるところにより、

都道府県が前条第一項の規定により支弁した費

用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるもの

については、その十分の五を負担するものとす

る。 

２国は、予算の範囲内において、次の各号に掲

げる費用の十分の五以内を補助することができ

る。 

一都道府県が前条第一項の規定により支弁した

費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるも

の 

二市町村が前条第二項の規定により支弁した費

用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二第二条及び第一章の二から前章

までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚

姻関係における共同生活に類する共同生活を営

んでいないものを除く。）をする関係にある相

手からの暴力（当該関係にある相手からの身体

に対する暴力等をいい、当該関係にある相手か

らの身体に対する暴力等を受けた後に、その者

が当該関係を解消した場合にあっては、当該関

係にあった者から引き続き受ける身体に対する

暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者につ

いて準用する。この場合において、これらの規

定（同条を除く。）中「配偶者からの暴力」と

あるのは、「特定関係者からの暴力」と読み替

えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲

げる字句に読み替えるものとする。 

 

第六章 罰則 

第二十九条保護命令（前条において読み替えて

準用する第十条第一項から第四項まで及び第十

条の二の規定によるものを含む。第三十一条に

おいて同じ。）に違反した者は、二年以下の懲

役又は二百万円以下の罰金に処する。 

第三十条第三条第五項又は第五条の三の規定に

違反して秘密を漏らした者は、一年以下の拘禁

刑又は五十万円以下の罰金に処する。 

第三十一条第十二条第一項若しくは第二項（第

十八条第二項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）又は第二十八条の二において読

み替えて準用する第十二条第一項若しくは第二

項（第二十八条の二において準用する第十八条

第二項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）の規定により記載すべき事項について

虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立

てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条この法律は、公布の日から起算して六月

を経過した日から施行する。ただし、第二章、

第六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部

分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談

支援センターに係る部分に限る。）、第二十七条

及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日

から施行する。 

（経過措置） 

第二条平成十四年三月三十一日までに婦人相談

所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴

力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求

めた場合における当該被害者からの保護命令の

申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四

号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適

用については、これらの規定中「配偶者暴力相

談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」
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とする。 

（検討） 

第三条この法律の規定については、この法律の

施行後三年を目途として、この法律の施行状況

等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づ

いて必要な措置が講ぜられるものとする。 

（以下省略） 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 
（平成２７年９月４日法律第６４号） 

（一部改正：令和４年７月８日法律第１２号） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によっ

て職業生活を営み、又は営もうとする女性がそ

の個性と能力を十分に発揮して職業生活におい

て活躍すること（以下「女性の職業生活におけ

る活躍」という。）が一層重要となっていること

に鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十一年

法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性

の職業生活における活躍の推進について、その

基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び

事業主の責務を明らかにするとともに、基本方

針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生

活における活躍を推進するための支援措置等に

ついて定めることにより、女性の職業生活にお

ける活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男

女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化

の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済

情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を

実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、

職業生活における活躍に係る男女間の格差の実

情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営

み、又は営もうとする女性に対する採用、教育

訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の

職業生活に関する機会の積極的な提供及びその

活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分

担等を反映した職場における慣行が女性の職業

生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮し

て、その個性と能力が十分に発揮できるように

することを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職

業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、

介護その他の家庭生活に関する事由によりやむ

を得ず退職することが多いことその他の家庭生

活に関する事由が職業生活に与える影響を踏ま

え、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、

相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護そ

の他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活に

おける活動を行うために必要な環境の整備等に

より、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ

継続的な両立が可能となることを旨として、行

われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当た

っては、女性の職業生活と家庭生活との両立に

関し、本人の意思が尊重されるべきものである

ことに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める

女性の職業生活における活躍の推進についての

基本原則（次条及び第五条第一項において「基

本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活

における活躍の推進に関して必要な施策を策定

し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その

雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対

する職業生活に関する機会の積極的な提供、雇

用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に

資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組を自ら実施す

るよう努めるとともに、国又は地方公共団体が

実施する女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策に協力しなければならない。 
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第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の

職業生活における活躍の推進に関する施策を総

合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生

活における活躍の推進に関する基本方針（以下

「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組に関する基本的な事

項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するた

めの支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために

必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進

に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生

活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の

決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公

表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について

準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当

該都道府県の区域内における女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する施策についての計画

（以下この条において「都道府県推進計画」と

いう。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が

定められているときは、基本方針及び都道府県

推進計画）を勘案して、当該市町村の区域内に

おける女性の職業生活における活躍の推進に関

する施策についての計画（次項において「市町

村推進計画」という。）を定めるよう努めるもの

とする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画

又は市町村推進計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務

大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施

することができるよう、基本方針に即して、次

条第一項に規定する一般事業主行動計画及び第

十九条第一項に規定する特定事業主行動計画

（次項において「事業主行動計画」と総称する。）

の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策

定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に

掲げる事項につき、事業主行動計画の指針とな

るべきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事

項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣

は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以

下「一般事業主」という。）であって、常時雇用
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する労働者の数が百人を超えるものは、事業主

行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計

画（一般事業主が実施する女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組に関する計画をい

う。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定める

ところにより、厚生労働大臣に届け出なければ

ならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げ

る事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時

期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更しようとするとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、採用

した労働者に占める女性労働者の割合、男女の

継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的

地位にある労働者に占める女性労働者の割合そ

の他のその事業における女性の職業生活におけ

る活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活

における活躍を推進するために改善すべき事情

について分析した上で、その結果を勘案して、

これを定めなければならない。この場合におい

て、前項第二号の目標については、採用する労

働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤

務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的

地位にある労働者に占める女性労働者の割合そ

の他の数値を用いて定量的に定めなければなら

ない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生

労働省令で定めるところにより、これを労働者

に周知させるための措置を講じなければならな

い。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生

労働省令で定めるところにより、これを公表し

なければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業

主行動計画に基づく取組を実施するとともに、

一般事業主行動計画に定められた目標を達成す

るよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者

の数が百人以下のものは、事業主行動計画策定

指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚

生労働省令で定めるところにより、厚生労働大

臣に届け出るよう努めなければならない。これ

を変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主

が一般事業主行動計画を定め、又は変更しよう

とする場合について、第四項から第六項までの

規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主

行動計画を定め、又は変更した場合について、

それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七

項の規定による届出をした一般事業主からの申

請に基づき、厚生労働省令で定めるところによ

り、当該事業主について、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組に関し、当該取組

の実施の状況が優良なものであることその他の

厚生労働省令で定める基準に適合するものであ

る旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下

「認定一般事業主」という。）は、商品、役務の

提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は

取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労

働省令で定めるもの（次項及び第十四条第一項

において「商品等」という。）に厚生労働大臣の

定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、

商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示
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を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が

次の各号のいずれかに該当するときは、第九条

の認定を取り消すことができる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなった

と認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反

したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたと

き。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 

第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主か

らの申請に基づき、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、当該事業主について、女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組に関し、当

該事業主の策定した一般事業主行動計画に基づ

く取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定

められた目標を達成したこと、雇用の分野にお

ける男女の均等な機会及び待遇の確保等に関す

る法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十三

条の二に規定する業務を担当する者及び育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律（平成三年法律第七十六号）

第二十九条に規定する業務を担当する者を選任

していること、当該女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の実施の状況が特に優良

なものであることその他の厚生労働省令で定め

る基準に適合するものである旨の認定を行うこ

とができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 

第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以

下「特例認定一般事業主」という。）については、

第八条第一項及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定

めるところにより、毎年少なくとも一回、女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組の

実施の状況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 

第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚

生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 第十条第二項の規定は、前項の表示につい

て準用する。 

（特例認定一般事業主の認定の取消し） 

第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業

主が次の各号のいずれかに該当するときは、第

十二条の認定を取り消すことができる。 

一 第十一条の規定により第九条の認定を取り

消すとき。 

二 第十二条に規定する基準に適合しなくなっ

たと認めるとき。 

三 第十三条第二項の規定による公表をせず、

又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこ

の法律に基づく命令に違反したとき。 

五 不正の手段により第十二条の認定を受けた

とき。 

（委託募集の特例等） 

第十六条 承認中小事業主団体の構成員である

中小事業主（一般事業主であって、常時雇用す

る労働者の数が三百人以下のものをいう。以下

この項及び次項において同じ。）が、当該承認中

小事業主団体をして女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働

者の募集を行わせようとする場合において、当

該承認中小事業主団体が当該募集に従事しよう

とするときは、職業安定法（昭和二十二年法律

第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の

規定は、当該構成員である中小事業主について

は、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主

団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会そ

の他の特別の法律により設立された組合若しく

はその連合会であって厚生労働省令で定めるも

の又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間

接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める
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要件に該当するものに限る。）のうち、その構成

員である中小事業主に対して女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組を実施するため

の人材確保に関する相談及び援助を行うもので

あって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、

当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働

省令で定める基準に適合する旨の承認を行った

ものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前

項に規定する基準に適合しなくなったと認める

ときは、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する

募集に従事しようとするときは、厚生労働省令

で定めるところにより、募集時期、募集人員、

募集地域その他の労働者の募集に関する事項で

厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届

け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項

の規定による届出があった場合について、同法

第五条の三第一項及び第四項、第五条の四第一

項及び第二項、第五条の五、第三十九条、第四

十一条第二項、第四十二条、第四十八条の三第

一項、第四十八条の四、第五十条第一項及び第

二項並びに第五十一条の規定は前項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事する者につい

て、同法第四十条の規定は同項の規定による届

出をして労働者の募集に従事する者に対する報

酬の供与について、同法第五十条第三項及び第

四項の規定はこの項において準用する同条第二

項に規定する職権を行う場合について、それぞ

れ準用する。この場合において、同法第三十七

条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」

とあるのは「女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律第十六条第四項の規定による届

出をして労働者の募集に従事しようとする者」

と、同法第四十一条第二項中「当該労働者の募

集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは

「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二

条の二の規定の適用については、同法第三十六

条第二項中「前項の」とあるのは「被用者以外

の者をして労働者の募集に従事させようとする

者がその被用者以外の者に与えようとする」と、

同法第四十二条の二中「第三十九条に規定する

募集受託者」とあるのは「女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する法律（平成二十七年法

律第六十四号）第十六条第四項の規定による届

出をして労働者の募集に従事する者」と、「同項

に」とあるのは「次項に」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対

し、第二項の相談及び援助の実施状況について

報告を求めることができる。 

第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規

定による届出をして労働者の募集に従事する承

認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業

に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これ

らに基づき当該募集の内容又は方法について指

導することにより、当該募集の効果的かつ適切

な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項

の規定により一般事業主行動計画を策定しよう

とする一般事業主又はこれらの規定による届出

をした一般事業主に対して、一般事業主行動計

画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一

般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施さ

れるように相談その他の援助の実施に努めるも

のとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十九条 国及び地方公共団体の機関、それら

の長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以

下「特定事業主」という。）は、政令で定めると

ころにより、事業主行動計画策定指針に即して、

特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女

性の職業生活における活躍の推進に関する取組

に関する計画をいう。以下この条において同じ。）
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を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げ

る事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時

期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更しようとするときは、内閣府令で定め

るところにより、採用した職員に占める女性職

員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時

間の状況、管理的地位にある職員に占める女性

職員の割合その他のその事務及び事業における

女性の職業生活における活躍に関する状況を把

握し、女性の職業生活における活躍を推進する

ために改善すべき事情について分析した上で、

その結果を勘案して、これを定めなければなら

ない。この場合において、前項第二号の目標に

ついては、採用する職員に占める女性職員の割

合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、

勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性

職員の割合その他の数値を用いて定量的に定め

なければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に

周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定

事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公

表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づ

く取組を実施するとともに、特定事業主行動計

画に定められた目標を達成するよう努めなけれ

ばならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情

報の公表） 

第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主

（常時雇用する労働者の数が三百人を超えるも

のに限る。）は、厚生労働省令で定めるところに

より、職業生活を営み、又は営もうとする女性

の職業選択に資するよう、その事業における女

性の職業生活における活躍に関する次に掲げる

情報を定期的に公表しなければならない。 

一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労

働者に対する職業生活に関する機会の提供に関

する実績 

二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活

との両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第一項に規定する一般事業主（前項

に規定する一般事業主を除く。）は、厚生労働省

令で定めるところにより、職業生活を営み、又

は営もうとする女性の職業選択に資するよう、

その事業における女性の職業生活における活躍

に関する前項各号に掲げる情報の少なくともい

ずれか一方を定期的に公表しなければならない。 

３ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚

生労働省令で定めるところにより、職業生活を

営み、又は営もうとする女性の職業選択に資す

るよう、その事業における女性の職業生活にお

ける活躍に関する第一項各号に掲げる情報の少

なくともいずれか一方を定期的に公表するよう

努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情

報の公表） 

第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定める

ところにより、職業生活を営み、又は営もうと

する女性の職業選択に資するよう、その事務及

び事業における女性の職業生活における活躍に

関する次に掲げる情報を定期的に公表しなけれ

ばならない。 

一 その任用し、又は任用しようとする女性に
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対する職業生活に関する機会の提供に関する実

績 

二 その任用する職員の職業生活と家庭生活と

の両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活

躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業

訓練、創業の支援その他の必要な措置を講ずる

よう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における

活躍を推進するため、前項の措置と相まって、

職業生活を営み、又は営もうとする女性及びそ

の家族その他の関係者からの相談に応じ、関係

機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係

る事務の一部を、その事務を適切に実施するこ

とができるものとして内閣府令で定める基準に

適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事す

る者又は当該事務に従事していた者は、正当な

理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏

らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第二十三条 国は、女性の職業生活における活

躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援す

るために必要な財政上の措置その他の措置を講

ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十四条 国は、女性の職業生活における活

躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振

興開発金融公庫その他の特別の法律によって設

立された法人であって政令で定めるものをいう。）

の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使

用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一

般事業主その他の女性の職業生活における活躍

に関する状況又は女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般

事業主（次項において「認定一般事業主等」と

いう。）の受注の機会の増大その他の必要な施策

を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定

一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要

な施策を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職

業生活における活躍の推進について、国民の関

心と理解を深め、かつ、その協力を得るととも

に、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十六条 国は、女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に資するよう、国内外に

おける女性の職業生活における活躍の状況及び

当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を

行うものとする。 

（協議会） 

第二十七条 当該地方公共団体の区域において

女性の職業生活における活躍の推進に関する事

務及び事業を行う国及び地方公共団体の機関

（以下この条において「関係機関」という。）は、

第二十二条第一項の規定により国が講ずる措置

及び同条第二項の規定により地方公共団体が講

ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活に

おける活躍の推進に有用な情報を活用すること

により、当該区域において女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑

に実施されるようにするため、関係機関により

構成される協議会（以下「協議会」という。）を

組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公

共団体の区域内において第二十二条第三項の規

定による事務の委託がされている場合には、当

該委託を受けた者を協議会の構成員として加え
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るものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要がある

と認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成

員として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員

（以下この項において「関係機関等」という。）

が相互の連絡を図ることにより、女性の職業生

活における活躍の推進に有用な情報を共有し、

関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地

域の実情に応じた女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組について協議を行うものと

する。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共

団体は、内閣府令で定めるところにより、その

旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協

議会の事務に従事していた者は、正当な理由な

く、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏ら

してはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議

会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会

が定める。 

 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に

関し必要があると認めるときは、第八条第一項

に規定する一般事業主又は認定一般事業主若し

くは特例認定一般事業主である同条第七項に規

定する一般事業主に対して、報告を求め、又は

助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（公表） 

第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項

若しくは第二項の規定による公表をせず、若し

くは虚偽の公表をした第八条第一項に規定する

一般事業主又は第二十条第三項に規定する情報

に関し虚偽の公表をした認定一般事業主若しく

は特例認定一般事業主である第八条第七項に規

定する一般事業主に対し、前条の規定による勧

告をした場合において、当該勧告を受けた者が

これに従わなかったときは、その旨を公表する

ことができる。 

（権限の委任） 

第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十

二条、第十五条、第十六条、第三十条及び前条

に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省

令で定めるところにより、その一部を都道府県

労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第三十三条 この法律に定めるもののほか、こ

の法律の実施のため必要な事項は、政令で定め

る。 

 

第六章 罰則 

第三十四条 第十六条第五項において準用する

職業安定法第四十一条第二項の規定による業務

の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事

した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者

は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に

処する。 

一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を

漏らした者 

二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らし

た者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者

は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に

処する。 

一 第十六条第四項の規定による届出をしない

で、労働者の募集に従事した者 
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二 第十六条第五項において準用する職業安定

法第三十七条第二項の規定による指示に従わな

かった者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定

法第三十九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者

は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項（第十四条第二項において準

用する場合を含む。）の規定に違反した者 

二 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十条第一項の規定による報告をせず、又

は虚偽の報告をした者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十条第二項の規定による立入り若しくは

検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問

に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をし

た者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定

法第五十一条第一項の規定に違反して秘密を漏

らした者 

第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人

の代理人、使用人その他の従業者が、その法人

又は人の業務に関し、第三十四条、第三十六条

又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰

するほか、その法人又は人に対しても、各本条

の罰金刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過

料に処する。 

 

（以下省略） 
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困難な問題を抱える女性への支援に関する法律 
（令和４年５月１９日法律第 52 号） 

 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、女性が日常生活又は社

会生活を営むに当たり女性であることにより

様々な困難な問題に直面することが多いことに

鑑み、困難な問題を抱える女性の福祉の増進を

図るため、困難な問題を抱える女性への支援に

関する必要な事項を定めることにより、困難な

問題を抱える女性への支援のための施策を推進

し、もって人権が尊重され、及び女性が安心し

て、かつ、自立して暮らせる社会の実現に寄与

することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「困難な問題を抱

える女性」とは、性的な被害、家庭の状況、地

域社会との関係性その他の様々な事情により日

常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難な問

題を抱える女性（そのおそれのある女性を含

む。）をいう。 

 

（基本理念） 

第三条 困難な問題を抱える女性への支援の

ための施策は、次に掲げる事項を基本理念とし

て行われなければならない。 

一女性の抱える問題が多様化するとともに複

合化し、そのために複雑化していることを踏ま

え、困難な問題を抱える女性が、それぞれの意

思が尊重されながら、抱えている問題及びその

背景、心身の状況等に応じた最適な支援を受け

られるようにすることにより、その福祉が増進

されるよう、その発見、相談、心身の健康の回

復のための援助、自立して生活するための援助

等の多様な支援を包括的に提供する体制を整備

すること。 

二困難な問題を抱える女性への支援が、関係

機関及び民間の団体の協働により、早期から切

れ目なく実施されるようにすること。 

三人権の擁護を図るとともに、男女平等の実

現に資することを旨とすること。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条 国及び地方公共団体は、前条の基本

理念にのっとり、困難な問題を抱える女性への

支援のために必要な施策を講ずる責務を有する。 

 

（関連施策の活用） 

第五条 国及び地方公共団体は、困難な問題

を抱える女性への支援のための施策を講ずるに

当たっては、必要に応じて福祉、保健医療、労

働、住まい及び教育に関する施策その他の関連

施策の活用が図られるよう努めなければならな

い。 

 

（緊密な連携） 

第六条 国及び地方公共団体は、困難な問題

を抱える女性への支援のための施策を講ずるに

当たっては、関係地方公共団体相互間の緊密な

連携が図られるとともに、この法律に基づく支

援を行う機関と福祉事務所（社会福祉法（昭和

二十六年法律第四十五号）に規定する福祉に関

する事務所をいう。）、児童相談所、児童福祉施

設（児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四

号）第七条第一項に規定する児童福祉施設をい

う。）、保健所、医療機関、職業紹介機関（労働

施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定

及び職業生活の充実等に関する法律（昭和四十

一年法律第百三十二号）第二条に規定する職業
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紹介機関をいう。）、職業訓練機関、教育機関、

都道府県警察、日本司法支援センター（総合法

律支援法（平成十六年法律第七十四号）第十三

条に規定する日本司法支援センターをいう。）、

配偶者暴力相談支援センター（配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平

成十三年法律第三十一号）第三条第一項に規定

する配偶者暴力相談支援センターをいう。）そ

の他の関係機関との緊密な連携が図られるよう

配慮しなければならない。 

 

第二章 基本方針及び都道府県基本計画等 

 

（基本方針） 

第七条 厚生労働大臣は、困難な問題を抱え

る女性への支援のための施策に関する基本的な

方針（以下「基本方針」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項に

つき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条

第三項の市町村基本計画の指針となるべきもの

を定めるものとする。 

一困難な問題を抱える女性への支援に関する

基本的な事項 

二困難な問題を抱える女性への支援のための

施策の内容に関する事項 

三その他困難な問題を抱える女性への支援の

ための施策の実施に関する重要事項 

３ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又は

これを変更しようとするときは、あらかじめ、

関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、基本方針を定め、又は

これを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

 

（都道府県基本計画等） 

第八条 都道府県は、基本方針に即して、当

該都道府県における困難な問題を抱える女性へ

の支援のための施策の実施に関する基本的な計

画（以下この条において「都道府県基本計画」

という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げ

る事項を定めるものとする。 

一困難な問題を抱える女性への支援に関する

基本的な方針 

二困難な問題を抱える女性への支援のための

施策の実施内容に関する事項 

三その他困難な問題を抱える女性への支援の

ための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、

基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘

案して、当該市町村における困難な問題を抱え

る女性への支援のための施策の実施に関する基

本的な計画（以下この条において「市町村基本

計画」という。）を定めるよう努めなければな

らない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計

画又は市町村基本計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

５ 厚生労働大臣は、都道府県又は市町村に

対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の

作成のために必要な助言その他の援助を行うよ

う努めなければならない。 

 

第三章 女性相談支援センターによる支援等 

 

（女性相談支援センター） 

第九条 都道府県は、女性相談支援センター

を設置しなければならない。 

２ 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七

号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市

（以下「指定都市」という。）は、女性相談支

援センターを設置することができる。 

３ 女性相談支援センターは、困難な問題を

抱える女性への支援に関し、主として次に掲げ
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る業務を行うものとする。 

一 困難な問題を抱える女性に関する各般の

問題について、困難な問題を抱える女性の立場

に立って相談に応ずること又は第十一条第一項

に規定する女性相談支援員若しくは相談を行う

機関を紹介すること。 

二 困難な問題を抱える女性（困難な問題を

抱える女性がその家族を同伴する場合にあって

は、困難な問題を抱える女性及びその同伴する

家族。次号から第五号まで及び第十二条第一項

において同じ。）の緊急時における安全の確保

及び一時保護を行うこと。 

三 困難な問題を抱える女性の心身の健康の

回復を図るため、医学的又は心理学的な援助そ

の他の必要な援助を行うこと。 

四 困難な問題を抱える女性が自立して生活

することを促進するため、就労の支援、住宅の

確保、援護、児童の保育等に関する制度の利用

等について、情報の提供、助言、関係機関との

連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 困難な問題を抱える女性が居住して保護

を受けることができる施設の利用について、情

報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他

の援助を行うこと。 

４ 女性相談支援センターは、その業務を行

うに当たっては、その支援の対象となる者の抱

えている問題及びその背景、心身の状況等を適

切に把握した上で、その者の意向を踏まえなが

ら、最適な支援を行うものとする。 

５ 女性相談支援センターに、所長その他所

要の職員を置く。 

６ 女性相談支援センターには、第三項第二

号の一時保護を行う施設を設けなければならな

い。 

７ 第三項第二号の一時保護は、緊急に保護

することが必要と認められる場合その他厚生労

働省令で定める場合に、女性相談支援センター

が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準

を満たす者に委託して行うものとする。 

８ 前項の規定による委託を受けた者若しく

はその役員若しくは職員又はこれらの者であっ

た者は、正当な理由がなく、その委託を受けた

業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

９ 第三項第二号の一時保護に当たっては、

その対象となる者が監護すべき児童を同伴する

場合には、当該児童の状況に応じて、当該児童

への学習に関する支援が行われるものとする。 

１０ 女性相談支援センターは、その業務を

行うに当たっては、必要に応じ、困難な問題を

抱える女性への支援に関する活動を行う民間の

団体との連携に努めるものとする。 

１１ 前各項に定めるもののほか、女性相談

支援センターに関し必要な事項は、政令で定め

る。 

 

（女性相談支援センターの所長による報告等） 

第十条 女性相談支援センターの所長は、困

難な問題を抱える女性であって配偶者のないも

の又はこれに準ずる事情にあるもの及びその者

の監護すべき児童について、児童福祉法第六条

の三第十八項に規定する妊産婦等生活援助事業

の実施又は同法第二十三条第二項に規定する母

子保護の実施が適当であると認めたときは、こ

れらの者を当該妊産婦等生活援助事業の実施又

は当該母子保護の実施に係る都道府県又は市町

村の長に報告し、又は通知しなければならない。 

 

（女性相談支援員） 

第十一条 都道府県（女性相談支援センター

を設置する指定都市を含む。第二十条第一項

（第四号から第六号までを除く。）並びに第二

十二条第一項及び第二項第一号において同じ。）

は、困難な問題を抱える女性について、その発

見に努め、その立場に立って相談に応じ、及び

専門的技術に基づいて必要な援助を行う職務に
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従事する職員（以下「女性相談支援員」とい

う。）を置くものとする。 

２ 市町村（女性相談支援センターを設置す

る指定都市を除く。第二十条第二項及び第二十

二条第二項第二号において同じ。）は、女性相

談支援員を置くよう努めるものとする。 

３ 女性相談支援員の任用に当たっては、そ

の職務を行うのに必要な能力及び専門的な知識

経験を有する人材の登用に特に配慮しなければ

ならない。 

 

（女性自立支援施設） 

第十二条 都道府県は、困難な問題を抱える

女性を入所させて、その保護を行うとともに、

その心身の健康の回復を図るための医学的又は

心理学的な援助を行い、及びその自立の促進の

ためにその生活を支援し、あわせて退所した者

について相談その他の援助を行うこと（以下

「自立支援」という。）を目的とする施設（以

下「女性自立支援施設」という。）を設置する

ことができる。 

２ 都道府県は、女性自立支援施設における

自立支援を、その対象となる者の意向を踏まえ

ながら、自ら行い、又は市町村、社会福祉法人

その他適当と認める者に委託して行うことがで

きる。 

３ 女性自立支援施設における自立支援に当

たっては、その対象となる者が監護すべき児童

を同伴する場合には、当該児童の状況に応じて、

当該児童への学習及び生活に関する支援が行わ

れるものとする。 

 

（民間の団体との協働による支援） 

第十三条 都道府県は、困難な問題を抱える

女性への支援に関する活動を行う民間の団体と

協働して、その自主性を尊重しつつ、困難な問

題を抱える女性について、その意向に留意しな

がら、訪問、巡回、居場所の提供、インターネ

ットの活用、関係機関への同行その他の厚生労

働省令で定める方法により、その発見、相談そ

の他の支援に関する業務を行うものとする。 

２ 市町村は、困難な問題を抱える女性への

支援に関する活動を行う民間の団体と協働して、

その自主性を尊重しつつ、困難な問題を抱える

女性について、その意向に留意しながら、前項

の業務を行うことができる。 

 

（民生委員等の協力） 

第十四条 民生委員法（昭和二十三年法律第

百九十八号）に定める民生委員、児童福祉法に

定める児童委員、人権擁護委員法（昭和二十四

年法律第百三十九号）に定める人権擁護委員、

保護司法（昭和二十五年法律第二百四号）に定

める保護司及び更生保護事業法（平成七年法律

第八十六号）に定める更生保護事業を営む者は、

この法律の施行に関し、女性相談支援センター

及び女性相談支援員に協力するものとする。 

 

（支援調整会議） 

第十五条 地方公共団体は、単独で又は共同

して、困難な問題を抱える女性への支援を適切

かつ円滑に行うため、関係機関、第九条第七項

又は第十二条第二項の規定による委託を受けた

者、困難な問題を抱える女性への支援に関する

活動を行う民間の団体及び困難な問題を抱える

女性への支援に従事する者その他の関係者（以

下この条において「関係機関等」という。）に

より構成される会議（以下この条において「支

援調整会議」という。）を組織するよう努める

ものとする。 

２ 支援調整会議は、困難な問題を抱える女

性への支援を適切かつ円滑に行うために必要な

情報の交換を行うとともに、困難な問題を抱え

る女性への支援の内容に関する協議を行うもの

とする。 

３ 支援調整会議は、前項に規定する情報の
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交換及び協議を行うため必要があると認めると

きは、関係機関等に対し、資料又は情報の提供、

意見の開陳その他必要な協力を求めることがで

きる。 

４ 関係機関等は、前項の規定による求めが

あった場合には、これに協力するよう努めるも

のとする。 

５ 次の各号に掲げる支援調整会議を構成す

る関係機関等の区分に従い、当該各号に定める

者は、正当な理由がなく、支援調整会議の事務

に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

一国又は地方公共団体の機関当該機関の職員

又は職員であった者 

二法人当該法人の役員若しくは職員又はこれ

らの者であった者 

三前二号に掲げる者以外の者支援調整会議を

構成する者又は当該者であった者 

６ 前各項に定めるもののほか、支援調整会

議の組織及び運営に関し必要な事項は、支援調

整会議が定める。 

 

第四章 雑則 

 

（教育及び啓発） 

第十六条 国及び地方公共団体は、この法律

に基づく困難な問題を抱える女性への支援に関

し国民の関心と理解を深めるための教育及び啓

発に努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、自己がかけがえ

のない個人であることについての意識の涵かん

養に資する教育及び啓発を含め、女性が困難な

問題を抱えた場合にこの法律に基づく支援を適

切に受けることができるようにするための教育

及び啓発に努めるものとする。 

 

（調査研究の推進） 

第十七条 国及び地方公共団体は、困難な問

題を抱える女性への支援に資するため、効果的

な支援の方法、その心身の健康の回復を図るた

めの方法等に関する調査研究の推進に努めるも

のとする。 

 

（人材の確保等） 

第十八条 国及び地方公共団体は、困難な問

題を抱える女性への支援に従事する者の適切な

処遇の確保のための措置、研修の実施その他の

措置を講ずることにより、困難な問題を抱える

女性への支援に係る人材の確保、養成及び資質

の向上を図るよう努めるものとする。 

 

（民間の団体に対する援助） 

第十九条 国及び地方公共団体は、困難な問

題を抱える女性への支援に関する活動を行う民

間の団体に対し、必要な援助を行うよう努める

ものとする。 

 

（都道府県及び市町村の支弁） 

第二十条 都道府県は、次に掲げる費用（女

性相談支援センターを設置する指定都市にあっ

ては、第一号から第三号までに掲げる費用に限

る。）を支弁しなければならない。 

一 女性相談支援センターに要する費用（次

号に掲げる費用を除く。） 

二 女性相談支援センターが行う第九条第三

項第二号の一時保護（同条第七項に規定する厚

生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して

行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務

に要する費用 

三 都道府県が置く女性相談支援員に要する

費用 

四 都道府県が設置する女性自立支援施設の

設備に要する費用 

五 都道府県が行う自立支援（市町村、社会

福祉法人その他適当と認める者に委託して行う

場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要

する費用 
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六 第十三条第一項の規定により都道府県が

自ら行い、又は民間の団体に委託して行う困難

な問題を抱える女性への支援に要する費用 

２ 市町村は、市町村が置く女性相談支援員

に要する費用を支弁しなければならない。 

３ 市町村は、第十三条第二項の規定により

市町村が自ら行い、又は民間の団体に委託して

行う困難な問題を抱える女性への支援に要する

費用を支弁しなければならない。 

 

（都道府県等の補助） 

第二十一条 都道府県は、社会福祉法人が設

置する女性自立支援施設の設備に要する費用の

四分の三以内を補助することができる。 

２ 都道府県又は市町村は、第十三条第一項

又は第二項の規定に基づく業務を行うに当たっ

て、法令及び予算の範囲内において、困難な問

題を抱える女性への支援に関する活動を行う民

間の団体の当該活動に要する費用（前条第一項

第六号の委託及び同条第三項の委託に係る委託

費の対象となる費用を除く。）の全部又は一部

を補助することができる。 

 

（国の負担及び補助） 

第二十二条 国は、政令で定めるところによ

り、都道府県が第二十条第一項の規定により支

弁した費用のうち、同項第一号及び第二号に掲

げるものについては、その十分の五を負担する

ものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次に掲げ

る費用の十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が第二十条第一項の規定により

支弁した費用のうち、同項第三号及び第五号に

掲げるもの（女性相談支援センターを設置する

指定都市にあっては、同項第三号に掲げるもの

に限る。） 

二 市町村が第二十条第二項の規定により支

弁した費用 

３ 国は、予算の範囲内において、都道府県

が第二十条第一項の規定により支弁した費用の

うち同項第六号に掲げるもの及び市町村が同条

第三項の規定により支弁した費用並びに都道府

県及び市町村が前条第二項の規定により補助し

た金額の全部又は一部を補助することができる。 

 

第五章 罰則 

第二十三条 第九条第八項又は第十五条第五

項の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年

以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

律の施行後三年を目途として、この法律の施

行の状況について検討を加え、必要があると認

めるときは、その結果に基づいて所要の措置を

講ずるものとする。 
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性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増

進に関する法律 
（令和５年６月２３日法律第６８号） 

 

 

（目的） 

第一条 この法律は、性的指向及びジェンダーア

イデンティティの多様性に関する国民の理解が必

ずしも十分でない現状に鑑み、性的指向及びジェ

ンダーアイデンティティの多様性に関する国民の

理解の増進に関する施策の推進に関し、基本理念

を定め、並びに国及び地方公共団体の役割等を明

らかにするとともに、基本計画の策定その他の必

要な事項を定めることにより、性的指向及びジェ

ンダーアイデンティティの多様性を受け入れる精

神を涵かん養し、もって性的指向及びジェンダー

アイデンティティの多様性に寛容な社会の実現に

資することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「性的指向」とは、恋

愛感情又は性的感情の対象となる性別についての

指向をいう。 

 

２ この法律において「ジェンダーアイデンティ

ティ」とは、自己の属する性別についての認識に

関するその同一性の有無又は程度に係る意識をい

う。 

 

（基本理念） 

第三条 性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィの多様性に関する国民の理解の増進に関する施

策は、全ての国民が、その性的指向又はジェンダ

ーアイデンティティにかかわらず、等しく基本的

人権を享有するかけがえのない個人として尊重さ

れるものであるとの理念にのっとり、性的指向及

びジェンダーアイデンティティを理由とする不当

な差別はあってはならないものであるとの認識の

下に、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生

する社会の実現に資することを旨として行われな

ければならない。 

 

（国の役割） 

第四条 国は、前条に定める基本理念（以下単に

「基本理念」という。）にのっとり、性的指向及

びジェンダーアイデンティティの多様性に関する

国民の理解の増進に関する施策を策定し、及び実

施するよう努めるものとする。 

 

（地方公共団体の役割） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、

国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、

性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様

性に関する国民の理解の増進に関する施策を策定

し、及び実施するよう努めるものとする。 

 

（事業主等の努力） 

第六条 事業主は、基本理念にのっとり、性的指

向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関

するその雇用する労働者の理解の増進に関し、普

及啓発、就業環境の整備、相談の機会の確保等を

行うことにより性的指向及びジェンダーアイデン

ティティの多様性に関する当該労働者の理解の増

進に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が

実施する性的指向及びジェンダーアイデンティテ

ィの多様性に関する国民の理解の増進に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

 

２ 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十

六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び

特別支援学校の幼稚部を除く。以下同じ。）の設
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置者は、基本理念にのっとり、性的指向及びジェ

ンダーアイデンティティの多様性に関するその設

置する学校の児童、生徒又は学生（以下この項及

び第十条第三項において「児童等」という。）の

理解の増進に関し、家庭及び地域住民その他の関

係者の協力を得つつ、教育又は啓発、教育環境の

整備、相談の機会の確保等を行うことにより性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する当該学校の児童等の理解の増進に自ら努め

るとともに、国又は地方公共団体が実施する性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する国民の理解の増進に関する施策に協力する

よう努めるものとする。 

 

（施策の実施の状況の公表） 

第七条 政府は、毎年一回、性的指向及びジェン

ダーアイデンティティの多様性に関する国民の理

解の増進に関する施策の実施の状況を公表しなけ

ればならない。 

 

（基本計画） 

第八条 政府は、基本理念にのっとり、性的指向

及びジェンダーアイデンティティの多様性に関す

る国民の理解の増進に関する施策の総合的かつ計

画的な推進を図るため、性的指向及びジェンダー

アイデンティティの多様性に関する国民の理解の

増進に関する基本的な計画（以下この条において

「基本計画」という。）を策定しなければならな

い。 

 

２ 基本計画は、性的指向及びジェンダーアイデ

ンティティの多様性に関する国民の理解を増進す

るための基本的な事項その他必要な事項について

定めるものとする。 

 

３ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成し、閣

議の決定を求めなければならない。 

 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決

定があったときは、遅滞なく、基本計画を公表し

なければならない。 

 

５ 内閣総理大臣は、基本計画の案を作成するた

め必要があると認めるときは、関係行政機関の長

に対し、資料の提出その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

 

６ 政府は、性的指向及びジェンダーアイデンテ

ィティの多様性をめぐる情勢の変化を勘案し、並

びに性的指向及びジェンダーアイデンティティの

多様性に関する国民の理解の増進に関する施策の

効果に関する評価を踏まえ、おおむね三年ごとに、

基本計画に検討を加え、必要があると認めるとき

は、これを変更しなければならない。 

 

７ 第三項から第五項までの規定は、基本計画の

変更について準用する。 

 

（学術研究等） 

第九条 国は、性的指向及びジェンダーアイデン

ティティの多様性に関する学術研究その他の性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する国民の理解の増進に関する施策の策定に必

要な研究を推進するものとする。 

 

（知識の着実な普及等） 

第十条 国及び地方公共団体は、前条の研究の進

捗状況を踏まえつつ、学校、地域、家庭、職域そ

の他の様々な場を通じて、国民が、性的指向及び

ジェンダーアイデンティティの多様性に関する理

解を深めることができるよう、心身の発達に応じ

た教育及び学習の振興並びに広報活動等を通じた

性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様

性に関する知識の着実な普及、各般の問題に対応

するための相談体制の整備その他の必要な施策を

講ずるよう努めるものとする。 
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２ 事業主は、その雇用する労働者に対し、性的

指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する理解を深めるための情報の提供、研修の実

施、普及啓発、就業環境に関する相談体制の整備

その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

 

３ 学校の設置者及びその設置する学校は、当該

学校の児童等に対し、性的指向及びジェンダーア

イデンティティの多様性に関する理解を深めるた

め、家庭及び地域住民その他の関係者の協力を得

つつ、教育又は啓発、教育環境に関する相談体制

の整備その他の必要な措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

 

（性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解増

進連絡会議） 

第十一条 政府は、内閣官房、内閣府、総務省、

法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、国土

交通省その他の関係行政機関の職員をもって構成

する性的指向・ジェンダーアイデンティティ理解

増進連絡会議を設け、性的指向及びジェンダーア

イデンティティの多様性に関する国民の理解の増

進に関する施策の総合的かつ効果的な推進を図る

ための連絡調整を行うものとする。 

 

（措置の実施等に当たっての留意） 

第十二条 この法律に定める措置の実施等に当た

っては、性的指向又はジェンダーアイデンティテ

ィにかかわらず、全ての国民が安心して生活する

ことができることとなるよう、留意するものとす

る。この場合において、政府は、その運用に必要

な指針を策定するものとする。 
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仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章 
官民トップ会議 平成 19 年 12 月 18 日 

 

我が国の社会は、人々の働き方に関する意識

や環境が社会経済構造の変化に必ずしも適応し

きれず、仕事と生活が両立しにくい現実に直面

している。誰もがやりがいや充実感を感じなが

ら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育

て・介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等に

かかる個人の時間を持てる健康で豊かな生活が

できるよう、今こそ、社会全体で仕事と生活の

双方の調和の実現を希求していかなければなら

ない。 

仕事と生活の調和と経済成長は車の両輪であ

り、若者が経済的に自立し、性や年齢などに関

わらず誰もが意欲と能力を発揮して労働市場に

参加することは、我が国の活力と成長力を高め、

ひいては、少子化の流れを変え、持続可能な社 

会の実現にも資することとなる。 

そのような社会の実現に向けて、国民一人ひ

とりが積極的に取り組めるよう、ここに、仕事

と生活の調和の必要性、目指すべき社会の姿を

示し、新たな決意の下、官民一体となって取り

組んでいくため、政労使の合意により本憲章を

策定する。  

  

〔いま何故仕事と生活の調和が必要なのか〕 

（仕事と生活が両立しにくい現実） 

仕事は、暮らしを支え、生きがいや喜びをも

たらす。同時に、家事・育児、近隣との付き合

いなどの生活も暮らしには欠かすことはできな

いものであり、その充実があってこそ、人生の

生きがい、喜びは倍増する。  

しかし、現実の社会には、 

・安定した仕事に就けず、経済的に自立すること

ができない、 

・仕事に追われ、心身の疲労から健康を害しかね

ない、 

・仕事と子育てや老親の介護との両立に悩む 

など仕事と生活の間で問題を抱える人が多く見

られる。  

  

（働き方の二極化等） 

その背景としては、国内外における企業間競

争の激化、長期的な経済の低迷や産業構造の変

化により、生活の不安を抱える正社員以外の労

働者が大幅に増加する一方で、正社員の労働時

間は高止まりしたままであることが挙げられる。

他方、利益の低迷や生産性向上が困難などの理

由から、働き方の見直しに取り組むことが難し

い企業も存在する。  

  

（共働き世帯の増加と変わらない働き方・役割分

担意識） 

さらに、人々の生き方も変化している。かつ

ては夫が働き、妻が専業主婦として家庭や地域

で役割を担うという姿が一般的であり、現在の

働き方は、このような世帯の姿を前提としたも

のが多く残っている。しかしながら、今日では、

女性の社会参加等が進み、勤労者世帯の過半数 

が、共働き世帯になる等人々の生き方が多様化

している一方で働き方や子育て支援などの社会

的基盤は必ずしもこうした変化に対応したもの

となっていない。また、職場や家庭、地域では、

男女の固定的な役割分担意識が残っている。  

  

（仕事と生活の相克と家族と地域・社会の変貌） 

このような社会では、結婚や子育てに関する

人々の希望が実現しにくいものになるとともに、

「家族との時間」や「地域で過ごす時間」を持

つことも難しくなっている。こうした個人、家

族、地域が抱える諸問題が少子化の大きな要因

の１つであり、それが人口減少にも繋がってい
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るといえる。  

また、人口減少時代にあっては、社会全体と

して女性や高齢者の就業参加が不可欠であるが、

働き方や生き方の選択肢が限られている現状で

は、多様な人材を活かすことができない。  

  

（多様な働き方の模索） 

一方で働く人々においても、様々な職業経験

を通して積極的に自らの職業能力を向上させよ

うとする人や、仕事と生活の双方を充実させよ

うとする人、地域活動への参加等をより重視す

る人などもおり、多様な働き方が模索されてい

る。 

また、仕事と生活の調和に向けた取組を通じ

て、「ディーセント・ワーク（働きがいのある

人間らしい仕事）」の実現に取り組み、職業能

力開発や人材育成、公正な処遇の確保など雇用

の質の向上につなげることが求められている。

ディーセント・ワークの推進は、就業を促進し、

自立支援につなげるという観点からも必要であ

る。 

加えて、労働者の健康を確保し、安心して働

くことのできる職場環境を実現するために、長

時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、メ

ンタルヘルス対策等に取り組むことが重要であ

る。 

 

（多様な選択肢を可能とする仕事と生活の調和の

必要性） 

いま、我々に求められているのは、国民一人

ひとりの仕事と生活を調和させたいという願い

を実現するとともに、少子化の流れを変え、人

口減少下でも多様な人材が仕事に就けるように

し、我が国の社会を持続可能で確かなものとす

る取組である。 

働き方や生き方に関するこれまでの考え方や

制度の改革に挑戦し、個々人の生き方や子育て

期、中高年期といった人生の各段階に応じて多

様な働き方の選択を可能とする仕事と生活の調

和を実現しなければならない。 

個人の持つ時間は有限である。仕事と生活の

調和の実現は、個人の時間の価値を高め、安心

と希望を実現できる社会づくりに寄与するもの

であり、「新しい公共」※の活動等への参加機

会の拡大などを通じて地域社会の活性化にもつ 

ながるものである。 

また、就業期から地域活動への参加など活動

の場を広げることは、生涯を通じた人や地域と

のつながりを得る機会となる。  

※「新しい公共」とは、行政だけでなく、市

民やＮＰＯ、企業などが積極的に公共的な財・

サービスの提供主体となり、教育や子育て、ま

ちづくり、介護や福祉などの身近な分野で活躍

することを表現するもの。  

  

（明日への投資） 

仕事と生活の調和の実現に向けた取組は、人

口減少時代において、企業の活力や競争力の源

泉である有能な人材の確保・育成・定着の可能

性を高めるものである。とりわけ現状でも人材

確保が困難な中小企業において、その取組の利

点は大きく、これを契機とした業務の見直し等

により生産性向上につなげることも可能である。

こうした取組は、企業にとって「コスト」とし

てではなく、「明日への投資」として積極的に

とらえるべきである。  

  

以上のような共通認識のもと、仕事と生活の

調和の実現に官民一体となって取り組んでいく

こととする。  

  

〔仕事と生活の調和が実現した社会の姿〕 

１ 仕事と生活の調和が実現した社会とは、「国民

一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働

き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地

域生活などにおいても、子育て期、中高年期と
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いった人生の各段階に応じて多様な生き方が選

択・実現できる社会」である。  

 

具体的には、以下のような社会を目指すべき

である。  

① 就労による経済的自立が可能な社会経済的自

立を必要とする者とりわけ若者がいきいきと働

くことができ、かつ、経済的に自立可能な働き

方ができ、結婚や子育てに関する希望の実現な

どに向けて、暮らしの経済的基盤が確保できる。  

② 健康で豊かな生活のための時間が確保できる

社会働く人々の健康が保持され、家族・友人な

どとの充実した時間、自己啓発や地域活動への

参加のための時間などを持てる豊かな生活がで

きる。  

③ 多様な働き方・生き方が選択できる社会性や

年齢などにかかわらず、誰もが自らの意欲と能

力を持って様々な働き方や生き方に挑戦できる

機会が提供されており、子育てや親の介護が必

要な時期など個人の置かれた状況に応じて多様

で柔軟な働き方が選択でき、しかも公正な処遇

が確保されている。  

 

〔関係者が果たすべき役割〕  

２ このような社会の実現のためには、まず労使

を始め国民が積極的に取り組むことはもとより、

国や地方公共団体が支援することが重要である。

既に仕事と生活の調和の促進に積極的に取り組

む企業もあり、今後はそうした企業における取

組をさらに進め、社会全体の運動として広げて

いく必要がある。そのための主な関係者の役割

は以下のとおりである。また、各主体の具体的

取組については別途、「仕事と生活の調和推進

のための行動指針」で定めることとする。取組

を進めるに当たっては、女性の職域の固定化に

つながることのないように、仕事と生活の両立

支援と男性の子育てや介護への関わりの促進・

女性の能力発揮の促進とを併せて進めることが

必要である。  

  

（企業と働く者）  

（１）企業とそこで働く者は、協調して生産性の

向上に努めつつ、職場の意識や職場風土の

改革とあわせ働き方の改革に自主的に取り

組む。  

（国民） 

（２）国民の一人ひとりが自らの仕事と生活の調

和の在り方を考え、家庭や地域の中で積極

的な役割を果たす。また、消費者として、

求めようとするサービスの背後にある働き

方に配慮する。  

（国） 

（３）国民全体の仕事と生活の調和の実現は、我

が国社会を持続可能で確かなものとする上

で不可欠であることから、国は、国民運動

を通じた気運の醸成、制度的枠組みの構築

や環境整備などの促進・支援策に積極的に

取り組む。  

（地方公共団体） 

（４）仕事と生活の調和の現状や必要性は地域に

よって異なることから、その推進に際して

は、地方公共団体が自らの創意工夫のもと

に、地域の実情に応じた展開を図る。 
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各務原市男女が輝く都市
ま ち

づくり審議会委員 

 

区分 役職 氏  名 職名 備考 

学
識
経
験
者 

会長 竹内 幹 ファイナンシャル・プランナー  

副会長 高田 浩史 国語・作文教室 主宰  

委員 神戸 博一 元 大学教員  

委員 尾関 智恵 
国立大学法人東海国立大学機構 岐阜大学 

航空宇宙生産技術開発センター 准教授 

 

委員 堀田 みさ子 司会・企画制作会社 代表  

団
体
代
表 

委員 五島 伸治 
各務原市自治会連合会 副会長 

令和 5（2023）年度 

委員 江口 克己 令和 6（2024）年度 

委員 花田 育代 
各務原市雇用人材育成推進協議会 

副会長、会社役員 

 

委員 栗本 貴美子 各務原商工会議所女性会 監事、会社役員  

委員 酒井 昇 
各務原市小中校長会 

令和 5（2023）年度 

委員 渡部 斉 令和 6（2024）年度 

委員 岩田 親典 各務原市人権擁護委員  

委員 長縄 尚史 かかみがはら暮らし委員会 代表理事  

委員 永井 紀美子 各務原市女性会議 会長  

委員 宇野 貴昭 
各務原商工会議所青年部 会長 

令和 5（2023）年度 

委員 志津野 茜 令和 6（2024）年度 

公
募 

委員 柴山 拓治 市民委員  

委員 下野 ななや 市民委員  
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プラン諮問書及び答申書 

諮問書 

 

６各まち第１３９号 

令和６年７月４日 

 

各務原市男女が輝く都市づくり審議会 

会長 竹内 幹 様 

 

各務原市長 浅野 健司 

 

諮 問 書 

 

第５次各務原市男女共同参画基本計画の策定について、各務原市男女が輝く都

市づくり審議会の意見を求めるため、各務原市男女が輝く都市づくり条例第１０

条第３項の規定により諮問します。 

 

諮問理由 

各務原市は、男女が輝く都市づくり条例に基づき令和２年３月に策定した第４

次各務原市男女共同参画基本計画「第４次かかみがはら男女共同参画プラン」に

沿って、男女が輝く都市づくりの実現に向け、施策の総合的かつ計画的な推進を

図ってまいりました。 

この「第４次かかみがはら男女共同参画プラン」が令和７年３月で満了するた

め、昨今の社会情勢や経済環境等を踏まえて、第５次各務原市男女共同参画基本

計画「第５次かかみがはら男女共同参画プラン」を策定する必要があり、これか

らの各務原市が取り組むべき男女が輝く都市づくりの推進に関する施策について、

審議会の意見を求めるものです。 
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答申書 

 

令和 7 年 2 月 日 

 

各務原市長 浅野 健司 様 

 

各務原市男女が輝く都市づくり審議会 

会長 竹内 幹 

 

 

第５次各務原市男女共同参画基本計画 

「みんなで彩る かかみがはら にじいろプラン」（案）について（答申） 

 

令和 6 年 7 月 4 日付け 6 各まち第 139 号にて諮問のあった第 5 次各務原市男

女共同参画基本計画について、以下の結論に達したので答申します。 

 

答申 

 

本審議会に付議された第 5 次各務原市男女共同参画基本計画「みんなで彩る 

かかみがはら にじいろプラン」（案）では、これまで推進してきた取り組み

に加え、新たに実施した市民意識調査や事業所アンケート等の結果を踏まえ、

今後 5 年間の取り組みの方向性が明示されました。 

本審議会は、審議を重ねた結果、別添えの第 5 次各務原市男女共同参画基本

計画「みんなで彩る かかみがはら にじいろプラン」（案）の内容について

適当と認めます。 

なお、今後変化する社会情勢や経済環境等を踏まえて、男女が共に輝く都市

の実現に向けた取り組みを、関係部署が連携して積極的に実施し、目標達成の

ため諸課題に取り組んでいただくことを審議会の意見として提案いたします。 
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用語集 

 

あ行    

◆アウティング 

本人から了承を得ずに、性的指向や性自認を第三者が公に開示すること。 

 

◆アライ 

性的マイノリティ当事者のことを理解し、支援する人のこと。 

 

◆アンコンシャス・バイアス 

「男は仕事、女は家庭」など、性別による無意識な思い込みのこと。 

 

◆SNS 

サービスに登録した利用者がインターネット上で交流できる場所のこと。ソーシャル・ネットワーキング・サ

ービス（Social Networking Service）の略のこと。 

 

◆LGBT 

レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（生

まれた時に割り当てられた性別にとらわれない性別のあり方を持つ人）など、性的少数者の総称のこと。 

 

 

か行 

◆各務原市総合計画 

令和 7（2025）年度から令和 16（2034）年度までの 10 年間を計画期間とする本市の最上位計画の

こと。 

 

◆家族経営協定 

家族農業経営にたずさわる各世帯員が、意欲とやり甲斐を持って経営に参画できる魅力的な農業経営

を目指し、経営方針や役割分担、家族みんなが働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な話し合

いに基づき取り決める協定のこと。 

 

◆カミングアウト 

性的指向や性自認を自らの意志で他者に伝えること。 

 

◆合計特殊出生率 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。一人の女性が一生の間に生むとしたときの子

どもの数に相当する。 
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◆高齢者世帯 

世帯員全員が 65 歳以上で構成される世帯。 

 

◆子ども館 

「親子の絆作り」「もっと楽しい子育て」「子どもが自分で育つ」を目標に、乳幼児親子を対象とする遊び

や交流の場のこと。 

 

◆子育てサークル 

子育て中の親子が集まり、交流しながら、より楽しい育児につなげていく自主的な活動をしているグルー

プのこと。 

 

◆子育て広場 

子どもの発達や親の役割、家庭の在り方に関する学習機会として、幼稚園・保育所・小中学校ごとに設

ける保護者向けの学びの場のこと。 

 

さ行 

◆ジェンダー 

「男らしさ」、「女らしさ」のように文化的・社会的に作り上げられた性差のこと。生まれつきの生物学的性

別とは区別される。 

 

◆ジェンダーアイデンティティ 

自分のジェンダーをどのように認識しているのかを表す概念のこと。 

 

◆ジェンダーギャップ 

男女の差によって生じる格差のこと。 

 

◆女性の経済的エンパワーメント/女性（女児）のエンパワーメント 

女性が個人としても、社会集団としても意思決定過程に参画し、自律的な力をつけて発揮すること。前

者は特に経済的な能力を指す。 

 

◆性自認 

自分の性別をどのように認識しているかを示す概念のこと。「心の性」ともいう。 

 

◆性的指向 

人の恋愛・性愛の対象がどのような対象に向かうのかを示す概念のこと。 
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◆セクハラ（セクシャル・ハラスメント） 

相手方が望まない性的な言動のこと。狭義では、雇用上の関係を利用して行われる相手方の望まない

性的な言動のこと。 

 

◆SOGI 

Sexual Orientation（性的指向）と Gender Identity（性自認）の英語の頭文字をとった人の属性

を表す略称。異性愛の人なども含め、すべての人が持っている属性のこと。 

 

 

た行 

◆男女共同参画社会 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する

機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、か

つ、共に責任を担うべき社会のこと。 

＊参画：計画に加わることを意味し、事業や政策の計画について実行段階からでなく計画の段階から加わ

ること。 

 

◆DV（ドメスティック・バイオレンス） 

配偶者や恋人など親密な関係にある、又はあった者から振るわれる身体的・身体的・経済的・性的な暴

力のこと。 

 

◆デート DV 

交際相手又は元交際相手との間で起こる身体的・精神的、性的な暴力のこと。 

 

 

な行 

◆二次的被害 

相談員や支援者が、被害者への理解不足から不適切な対応をして、更なる被害が生ずること。 

 

は行 

◆パワハラ（パワー・ハラスメント） 

職場などの優越的な関係を背景とし、本来の業務の適正な範囲を超えて、継続的に人格や尊厳を害す

る行動によって、労働者の就労環境が害されること。 

 

◆フレックスタイム制 

一定の期間についてあらかじめ定めた総労働時間の範囲内で、労働者が日々の始業・終業時刻、労働

時間を自ら決めることのできる制度のこと。 
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◆放課後子ども教室 

小学校の放課後に、地域住民の協力を得て行う様々な遊びや軽スポーツ・文化活動のこと。心豊かでた

くましい子どもたちを社会全体で育てることを目的としている。 

◆放課後児童クラブ 

共働きなどで、昼間家庭に保護者が自宅にいない小学校児童の健全育成を図るための事業のこと。 

 

◆ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 

男女雇用機会均等法に基づき、あらゆる分野において男女間格差を改善するため、一定の範囲内で男

女のいずれか一方に対して、活動に参画する機会を積極的に提供すること。 

 

 

ま行 

◆マタハラ（マタニティ・ハラスメント） 

働く女性が妊娠・出産をきっかけに精神的・肉体的な嫌がらせや、妊娠・出産を利用した解雇、雇い止め

や退職の強要で不利益を被ること。 

 

◆メディア・リテラシー 

メディアから入手した情報を無批判に受け入れるのではなく、各メディアの特性を理解した上で、情報を

読み解き、自らの考えと照らし合わせて取捨選択して活用する能力とメディアを使用して発信する能力の

こと。 

 

 

ら行 

◆リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖に関する健康と権利） 

性と生殖に関するすべての側面において、身体的、精神的、社会的に本人の意思が尊重され、自分の身

体に関することを自分自身で決められる権利のこと。 

 

◆労働力率 

15 歳以上人口のうち就業者と完全失業者を合わせた人口が占める割合のこと。完全失業者とは、働く

意思と能力を持っており、求職活動を行っていながらも就職の機会を得られない者のこと。 

 

 

わ行 

◆ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

仕事と生活のバランスがとれた状態のこと。性別や年齢に関係なく、誰もが、仕事、家庭生活、地域生

活、個人の自己啓発など、様々な活動について自ら希望するバランスで展開できる状態のこと。 
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